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概 要 
日本の外食産業は緩やかに成長しており、幾つかの有力な外食チェーン企業も育ってきている。その中に合
って、さらなる成長機会を求めて海外展開を行っている外食チェーン企業も増加してきており、その国際競争
力が注目を集めている｡ただし、未だに顕著な成功を達成した企業はなく、各社試行錯誤を続けているのが実態
である｡ 
そこで本論文では、まず日本の外食産業の海外展開の実態を調査して、その進捗と課題を明らかにすること
にした｡その上で、現時点で海外事業において比較的高収益を計上している外食企業群を選別して、低収益に甘
んじている企業群と戦略やオペレーションを比較することで、日系外食チェーンによる海外展開の成功要因を
定量および定性両面から抽出することを目的とした｡ 
その結果、まず定量分析を通して、取扱う商品が“日本食メニュー”かつ“単品料理”であることが業績面
において差異をもたらすことが明らかとなった。 
次にゲマワットによる CAGE フレームワークを用いて高収益な企業群の進出国選定のパターンを解析したと
ころ、文化的適合性と進出国の制度の差異が高い地域（都市）の選定が重要であることが検証された一方で、
地理的近傍性や経済発展の度合いは相対的に重要度が劣後する因子であることも確認された。 
最後に、各社の戦略の差異を、同様にゲマワットの AAA フレームワークで解析したところ、外食産業の海外
展開において、商品サービスの独自性を担保する Arbitrage の要素が日本のブランドを活かすという意味で、
現地への適合性を担保する Adaptation の要素が進出国における徹底したローカル化という意味で重要であり、
それらが高業績を達成するために必要であることが検証された。またオペレーションの効率性展開性を保証す
る Aggregationの要素は進出国を絞り込むことにより達成できることが検証された。 
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以上により、日系外食チェーンの海外事業展開はまだ緒に就いたばかりであり、その中でも成功するために
は合理的かつ絞り込んだ進出先の選定と、現地消費者に訴求する独自の商品力、そして進出国に見合った徹底
的なローカライズが重要であることが本論文により明らかとなり、実業に対して有意義な知見を獲得すること
が出来た。 
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第１章 はじめに 
第一節 研究の背景 
 日本の外食産業を取り巻く環境は市場規模で見ると 1997年の 29兆円をピークに年々低
下し、リーマンショック後には一時 22兆円台まで下落したが、近年では 25兆円を上回る
まで回復してきた。近年の市場規模の上下は人口によるものではなく、デフレによるもの
が大半で、需要そのものが目減りしたものでは無い。しかしながら、国立社会保障・人口
問題研究所の発表によると、少子化の影響で 2060年には人口は 8674万人になると予想さ
れ、現在より 3割程度減ることが発表されている。つまりこれまでの状況とは異なり、需
要そのものが減少するとされ、必然的に市場規模は低下する見込みだ。 
 そこで飲食業は新たな成長機会を模索しなくてはいけなくなり、必然的に伸びしろのあ
る海外に目を向けざるを得ない。2014年に農林水産省が発表した全世界の外食産業の市場
規模調査によると 2009年に 340兆円だった市場規模が 2020年には 680兆円になると予想
されている。注目すべきはアジアだけでも 82兆円から 229兆円になる点だ。日本国内に閉
ざした環境であれば外食産業はマイナス成長を遂げる産業だが、世界、特にアジアに目を
向ければ実に成長産業だと言える。ゆえに近年、海外市場に目を向ける外食企業が増加し
てきた。 
 しかしながら実態としては、海外展開に積極的で海外店舗数で日本企業最大と言われて
いる吉野家ホールディングスでも2017年2月末時点で733店舗と海外のグローバル飲食チ
ェーンと比較すると多くは無い。吉野家ホールディングスは展開する店舗全体の約 23%が
海外である。売上高で見ると 8.8%が海外売上だ。一方、世界で最も企業価値の高いファス
トフードであり、世界第 2位の店舗数を誇る McDonald'sは 2013年時点で海外に 2万店舗
以上あるのだから、まだまだ日本の外食企業の成長余地はあると言える。 
 そのような中、日本の外食企業は積極的に海外展開を開始したが、まだ顕著な成功を納
めたと言える企業は無い。進出国、業界、戦略などで試行錯誤を重ねている段階と言える。 
 
第二節 研究の目的 
 本論文では、外食産業において海外進出を行う企業を定量的に比較分析することによっ
て体系的に成功の要因を探ることにした。その際には進出企業の運営する店舗の業界にも
着目した。次に進出先の国による差異があるか、ゲマワットの CAGEフレームワークを活用
し分析を行った。最後に、同じくゲマワットの AAAフレームワークを活用し、実際に海外
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進出を行う外食企業に直接インタビューを実施し、戦略による差がどれくらいあるのかを
実証した。それらの調査をもって、海外進出における成功要因を明らかにすることを目的
とする。 
 
第三節 研究の意義 
 日本の外食企業、特に外食チェーンは緩やかに成長してきたが、今後、国内需要が人口
減と共に減ることを考えると、これから成長機会を海外に求めざるを得ない。しかし現時
点で海外において顕著な成功を納めた外食企業は無い。しかしながら、近年海外進出でう
まく行き始めた事例がいくつか生まれてきた。そこで本論文では現在、どのような外食企
業が海外において成功を納めているのかを明確にすることによって、これから海外進出を
積極的に行う外食企業に有益な実務的示唆を与えることが出来る。 
 
図表１：外食産業売上推移と外食チェーン売上推移 
 
出所：三井住友銀行 外食業界の現状と今後の方向性 
 
第四節 研究の構成 
 第２章では、先行論文をレビューすることによって、これまで海外進出に成功してきた
企業の戦略フレームワークを復習すると共に、第３章以降で使用する CAGE、AAAフレーム
ワークの紹介と有効性について述べる。次に第４章では、現時点での日本の外食市場と海
外進出状況について述べる。また世界で成功する飲食グローバルチェーンについて紹介を
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行う。第４章第一節では日本の外食企業の定量分析を開示された IR情報をもとに行い、体
系的な成功要因について明らかにする。第二項ではゲマワットの CAGEフレームワークを用
いて進出先国の分析を行い、国ごとの状況および差異の説明とどの国に進出するのが有利
なのかを述べる。第５章ではゲマワットの AAAフレームワークを用いて、事例研究を行う。
実際に各企業にインタビューを行い、戦略によって海外での成功の差がどれほど生まれる
のかを明らかにすると同時に、第３章で明らかになったことのケーススタディを行う。第
６章の結論では、実務に有益な示唆を与え、本論文を終える。 
 
第２章 先行研究レビュー 
第一節 はじめに 
 日本の外食産業が海外進出を成功されるためには、海外の文化や風習・食習慣・言語・
宗教・法制度・規制・政治・気候・経済環境など多岐に渡る内容を知らなければならない。
各国でビジネスを展開するにあたってビジネスモデルだけではなく、組織やマネジメント
の在り方まで考慮する必要がある。ではどうすれば成功するのか。その問に対して、これ
まで多くの研究がされてきたが、それらは体系的な内容で無く、事例研究に近い内容だっ
た。  
この章では日本の外食企業が行ってきた海外展開に関する先行研究のレビューを行う。
また、海外進出において考えなければいけない進出先国の評価と海外進出に関する戦略に
関する先行研究のレビューも行う。  
先行研究の意味合いを理解した上で、日本の外食企業が海外進出を行う上で、何が成
功要因になりうるのかという命題に答える形で、本論文の位置づけの説明を試みる。 
 
第二節 外食の海外進出に関する先行研究 
第一項 川端基夫（外食グローバル化のダイナミズム） 
 日本の外食企業の海外進出は食文化論的な視点から語られることが多いが、（川端,2013）
は、海外進出を流通論の枠組みで捉え、チェーン・マネジメントの視点から分析をした。 
川端の研究以前、日系外食企業の海外進出は、進出企業の主体の戦略と、それを受容す
る現地市場の食文化特性の 2 つの要素で捉える傾向が強かった。つまり、主体の戦略とは
進出企業の海外市場に対する期待や戦略を表し、現地市場の食文化特性とは、現地住民の
所得や日本文化との親和性などの市場環境特性を言う。この両者を如何に摺り合わせるの
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かが海外進出の要諦とされてきた。 
 しかし、川端は外食企業が海外市場でチェーン展開を行う際には、上記 2 つの要素に加
え、現地で多店舗展開可能なオペレーション・システムの構築が進出の成否を分けるとし
た。オペレーション・システムが重要な理由は 1 つに、日本とは異なる環境下において、
食材の調達、保管、加工・調理を安定的かつ衛生的に行うことが容易ではないこと、次に
チェーン展開を行うために必須となる物件の確保を如何に仕組み化し、スピーディーに行
えるかということ、最後にチェーン店を支える人材を育成するための養成システムの構築
が不可欠であることを挙げた。 
よって川端は、外食グローバル化のダイナミズムを考えるフレームは図表 2 にある（A）
主体の戦略と、（B）現地の市場環境に加え、3 つ目の要素として（C）オペレーション・
システムの構築が重要であるとした。外食企業のグローバル化は、これら 3 つの要素の相
互作用の結果として進展するものだという。 
 
図表 2：外食グローバル化のダイナミズム 
 
出所：川端（2013） 
ｖ 
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第二項 Pankaj Ghemawat（CAGE） 
 「国ごとの隔たりは一般に思われているより大きく、国際統合が完成した市場を想定し
た戦略は、国際的な標準化と規模の拡大を重視し過ぎるところがある。国ごとの類似点を
利用するのはもちろん重要だが、差異を認識することも非常に重要である。私が、セミ・
グローバリゼーションと呼んでいる現実の中では、短・中長期的には、国ごとの類似点と
差異の両方を考慮するのが効果的なクロスボーダー戦略である。」（Ghemawat, 2007） 
 
国際統合が完成され、グローバル統合モデルで標準化と規模の拡大を追求することは現
実のビジネスの世界では難しく、セミ・グローバリゼーションされた状況下では依然とし
て国境間には無視できない大きな隔たり（差異）があることを意味する。ゲマワットはそ
の差異を認識した上で戦略を立てることが必要であるという。その差異を認識するフレー
ムワークとして CAGEフレームワークを提唱した。CAGEは文化的(Cultural)、制度的/政治
的（Administrative /political）、地理的(Geographical)、経済的(Economic)の頭文字を
とったものである。この CAGEフレームワークを活用し、本国と相手国との距離を明らかに
した上で、戦略を立てることが有効であるとした。 
4つの項目それぞれの距離が近ければ（共通する点が多ければ）、グローバル経営の難易
度は低くなり、逆に遠ければ（共通する点が少なければ）、グローバル経営の難易度は高く
なると考えられる。CAGE フレームワークの特徴は、その国の持つ特徴を単純に示すだけで
はなく、相対的にそれらを比較することによって難易度を表すことが出来る点にある。 
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図表 3：CAGEフレームワーク 
文化的な距離
Cultural
政治的な距離
Administrative
地理的な距離
Geographical
経済的な距離
Economic
距
離
を
生
み
出
す
属
性
・異なる言語
・民族の差異、両
者に民族的、社会
的に接点がない
・宗教の差異
・信頼の欠如
・異なる価値観、
規範、気質
・植民地関係がな
い
・共通の地域貿易
ブロックがない
・共通の通貨がな
い
・政治的な対立
・物理的な隔たり
・国境を接してい
ない
・時差
・気候や衛生状態
・貧富の差
・以下を得るコスト
や質の違い
　1）天然資源
　2）経済資源
　3）人的資源
　4）インフラ
　5）情報、知識
距
離
に
影
響
さ
れ
る
産
業
や
商
品
・製品が含む言語
のコンテンツが大
きい（テレビ番組）
・製品が文化また
は国のアイデン
ティティにかかわ
る（食品）
・製品の特長が以
下の点で異なる
　1）大きさ（自動
車）
　2）標準（電気器
具）
・製品が国特有の
品質を伴う（ワイ
ン）
・必需品の生産者
（電力）
・他の「権利」の生
産者（医薬品）
・大規模雇用主
（農場）
・政府への大手納
入業者（公共交
通）
・国威産業（航空
宇宙）
・国家安全に不可
欠（通信）
・天然資源開発業
者（石油、鉱業）
・巨額な回収不能
額（インフラ）
・製品の価値対重
量比または価値
対容積比が大き
い（セメント）
・製品が破損しや
すい、または傷み
やすい（ガラス、果
物）
・現地の監督・事
業要件が厳しい
（多くのサービス
業）
・需要の本質が所
得水準によって異
なる（自動車）
・標準化または範
囲の経済が限定
的（セメント）
・労働その他の要
素のコスト差が顕
著である（衣料）
・企業が需要に迅
速に対応する必要
がある（家電製
品）
 
出所：Ghemawat（2009） 
 
第三項 Pankaj Ghemawat（AAA） 
 国際事業が展開されるにつれ、市場と生産の両面から、「Adaptation：それぞれの市場
が持つ特異性への適応化」と「Aggregation：生産を集約化することによる規模の経済の
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実現」が重要になってくる。ゲマワットはこれらの 2 つの要因に加え、それぞれの国の差
異を活用する Arbitrage を統合した AAA フレームワークを提起した。この AAA フレーム
ワークの最も本質的な特徴は 2 つある。1 つは国を跨いだ事業活動において、複数の要因
によるプラスの面を追求する点、もう 1 つは、それに対応する組織形態が存在することで
ある。企業が Adaptation を重視すると、国を主軸においた組織になることが多い。
Aggregation を重視するとクロスボーダーで各バリューチェーンに合わせたグループ編成
が適していると言える。Arbitrage を重視する場合は垂直型、または機能別の組織編制に
なることが多い。1 つの組織がこれら 3 つの A に対応した組織形態をとることはありえな
い。2 つの A に対応した組織形態をとることも経営管理が複雑化するため非常に難易度は
高い。だから経営はどの A に着目し、競争優位を如何に構築していくかが重要であり、そ
の戦略策定にあたって、CAGE に基づく AAA フレームワークを活用することが、セミ・
グローバリゼーション時代における有効なグローバル経営戦略であるとゲマワットは述べ
ている。 
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図表 4：AAAフレームワーク 
Adaptation
現地化重視
Aggregation
標準化重視
Arbitrage
専門化活用
概
要
・製品サービス販売方法な
どのローカル化 の積極推
進
・ローカル主導の商品開
発・生産販売活動
・典型的には分権分散型
組織
・地域を束ねて、製品や業
務の標準化・共通化を追求
・集約化した商品開発・生
産販売・バックオ フィス体
制
・典型的には集権型組織
・地域間の差異を活用した
事業展開・ビジネ スモデル
・典型的にはコスト差を活
用した水平分業型 の事業
展開
・ブランド、ライフスタイルな
どの独自のソフト 資産のグ
ローバル展開
ポ
イ
ン
ト
・フォーカス・ターゲティング
（地域、セグメント、商品）
• 部品点数・SKU管理
• 他力活用 JV、M&A、ライ
センシング、アウトソース
• 管理の標準化、効率化 
• ローカルマネージメントの
育成
• ノウハウの流通・共有
・標準化・共通化
・プラットフォーム化の推進
• クラスタリングの活用（地
域戦略）
• 地域間ネットワーク構築、
柔軟なSC構築
• 経営管理の標準化・効率
化
• 人的信頼関係・ネットワー
ク重視
・商品サービスのブランド化
・IP化 • 品質、価格のタイト
な管理
• 自社のコアコンピタンスの
明確化
• センターオブエクセレンス
の確立
• 地域・国の文化的背景の
活用
 
出所：Ghemawat（2009） 
 
第三節 先行研究のまとめと日本の外食産業の海外進出に関する示唆 
 第２章で行った先行研究のレビューでは、川端の日系外食企業の海外進出に伴うダイナ
ミズムを考えるフレーム、ゲマワットの進出国の差異を明確にし、距離を測る CAGE フレ
ームワーク、そして同じくゲマワットのグローバル経営戦略を評価する AAA フレームワ
ークをレビューした。川端の研究によれば外食企業が海外市場でチェーン展開を行う際に
は、従来の主体の戦略、そして市場環境としての現地市場の食文化特性に加えてオペレー
ション・システムの構築が不可欠だという。店舗開発やロジスティックスがそれに該当す
るのだが、これは一言で言えば実行力あるいは実行可能を高めることに他ならない。逆に
言えば、それだけ海外市場においては日本と環境が異なり、実行力こそがものを言うとい
うことだ。つまり日本の外食産業の海外進出に関する示唆としては、戦略やマーケティン
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グは大前提として重要だが、それと同等に実行力、特に海外市場においては JV やパート
ナー選定にはかなりの注意と綿密な計画を準備すべきということだ。ゲマワットの CAGE
フレームワーク、AAA フレームワークにおいては、進出先の国を一様に「海外」と括るの
ではなく、セミ・グローバリゼーションの世界においては、国々は違うのだから、自社の
サービスの特徴や難易度などを十分考慮した上で、それぞれ個別に評価し、距離を明確に
し、進出先国を選定した上で、その国に対して最も適した戦略と組織形態をもって進出す
べきだと述べている。これは外食産業、特に外食チェーンにおいては注意すべき点である。
一様にアジア、欧州と括った上で進出先国を選定するのは追ってチェーン展開する上で
様々な支障を来す。支障とは貿易や様々な法規制、そして宗教や文化の違いから来るもの
だ。日本から見ると諸外国の差は非常に見えづらい。理由は日本が単一言語、単一民族の
国で、文化も商習慣も独特だからだ。これはゲマワット風に言うと、日本から見ると諸外
国はいずれも遠いことを意味している。だからこそ、その距離を明確にする必要性がある。
差異を明確にすることが出来れば、戦略も自ずとクリアになる。しっかりと市場を理解し
た上で、現地に沿った戦略を描き、実行することがゲマワットの 2 つのフレームワークが
与えてくれる示唆となる。 
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第３章 日本の外食企業の海外進出状況 
第一節 諸外国の外食文化の現状 
 国によって食文化や所得、気候や歴史が異なるため、各国の外食の現状は異なる。図は
少し古いものになるが、アジア各国の外食をする人口の割合になる。朝食か夕食か、そし
てレストランか屋台かで表は分かれている。国別で状況を見てみると、香港は屋台よりレ
ストランで食事をしており、朝食、夕食とも 50%を超えている。つまりは外食文化が根付
いていると言える。その他、ベトナム、ブルネイ、インドでは全体の 20%以上の人がレス
トランで食事を朝食、夕食ともにとっている。韓国、中国そして日本は夕食のみレストラ
ンで食事をすることが多く、割合は 30%を超えている。 
一方、シンガポール、カンボジア、タイでは屋台で朝食、夕食を摂っていることが多く、
ホーカーという屋台が集まった場が日常的な食事の場をとなっているシンガポールにおい
ては、朝食、夕食ともに約半数の人口が食事を屋台で摂っている。レストランで食事を摂
る人は全体の 10%にも満たない。またマレーシア、ミャンマー、ベトナムでは夕食よりも
朝食で屋台を利用するケースが多い。夜も 10%以上は利用しており、食文化として屋台が
根付いていると言える。 
 日本での外食がレストランでの夕食でとる場合の 30%がほとんどであることを考えると、
アジア諸国は外食という文化が定着していると言える。 
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図表 5：アジアの外食状況（2003～06年） 
 
出所：AsiaBarometer HP より（http://www2.ttcn.ne.jp/honkawa/8038.html） 
 
第二節 日本の外食産業の海外展開の状況 
 図表 6は海外進出を行う、日系外食企業の業種と主要メニューを大雑把に分けた上での
年代別の推移である。 
 総論としては海外進出を行う外食企業の 71.5%が日本特有のメニューで海外進出を行っ
ている点が挙げられる。その中でも主要メニューで見るとラーメン（ちゃんぽん含む）が
一番多い。逆に非日本食系は全体の 28.5%に留まり、主要メニューには大きな偏りは見ら
れなかった。 
少し詳しく主要メニュー別に見ると、日本食メニューにおいては、ラーメン（ちゃんぽ
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ん含む）が全体の 22.9 で一番、次に和食・定食・居酒屋（炉端含む）で全体の 9.9%、高
級日本料理（懐石・すき焼きなど）が 7.2%、寿司（回転寿司、持ち帰り含む）が 5.8%、
焼き肉・鉄板焼き・もつ焼きが 5.1%だった。一方、非日本食メニューはベーカリー（ベー
カリーカフェ含む）が 4.8%、次にイタリア料理（ピザ、パスタ含む）が 4.4%、その他 k
（BBQ、カリフォルニア、カフェなど）が 3.6%となる。 
 次に年代別に見ると、全体及び日本特有のメニューでトップとなったラーメン（ちゃん
ぽん含む）は 1970 年代に進出が始まり、2000 年代から急激に拡大した。2010 年～2014
年の間の約 4割がラーメン（ちゃんぽん含む）だ。高級日本料理（懐石・すき焼きなど）
は 1970年代、進出全体の約半数を占めたが、割合としては年々低下しており、2000年代
には全体の約 5%に留まっている。非日本食系では突出したメニューは無い。2000 年代以
降、進出数は各段に増えたが、日本食系の増加数と比較すると伸び具合は低い。 
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図表 6：年代別、メニュー別海外進出数 
 
出所：（わが国外食企業の海外進出史.川端,2015） 
 
第三節 グローバルレストランチェーンの現状 
 外食企業をグローバルで見た時、一番に挙がるのがマクドナルドの存在だ。マクドナル
ドは世界 100か国以上、店舗数も 3万 6千店舗を超える世界最大規模の外食チェーンであ
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る。時価総額では世界 1 位の外食企業となる。本社はアメリカで、アメリカ国内には約 1
万 7500店舗があり、海外には 2万店舗近い店舗が存在する。店舗数で第 1位となるのはサ
ブウェイである。サブウェイは世界約 80か国で約 4万 5千店舗を経営する。本社のあるア
メリカ国内に約 2万 7千店舗あるので、約 1万 8千店舗が海外店舗となる。またコーヒー
で有名なスターバックスは世界約 90か国に展開、本社のあるアメリカで約 1万 3千店舗、
海外には約 1万 1千店舗ある。一方、日本の外食企業で世界進出店舗数トップクラスの吉
野家ホールディングスは国内 2152店舗、海外 11か国 733店舗とグローバルレストランチ
ェーンと比較し桁が 2つ違うのが現状だ。 
 
第四節 この章のまとめ 
 各国の外食の現状は異なるが、総じて外食文化は広く定着していると言える。一方でそ
れがレストランという屋台に比べると高級業態を指すものかどうかは、国ごとに異なる。
故に外食企業のあり方も国によって異なると言える。 
そのような中、日本の外食企業の海外進出はまだ緒に就いたばかりだ。2000 年代以降、
海外進出数は大幅に増加し、今後益々増えることが予想される。提供メニューも日本独特
なものが多いのが特徴だ。一方、グローバルレストランチェーンは日本の外食企業とは圧
倒的な差で世界展開を行っている。例えば、2016年末にスターバックスの最高経営責任者
ハワード・シュルツは 2016年時点で中国にある 2300ある店舗を 2021年までに 2倍にする
と言った。日本トップクラスの海外進出数を誇る吉野家が進出を開始した 1970年代から現
在に至るまでで、合計店舗数は 733店舗だ。それくらい日本の外食企業にとって海外進出
は難易度が高いと言える。 
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第４章 分析 
第一節 各企業の分析 
第一項 分析の目的 
 開示された IR 情報により情報取得可能な企業のうち、海外進出を積極的に行う企業 20
社を抽出し、その中でも海外売上高、海外営業利益率を開示している企業 9 社を対象に分
析を行った。分析の目的は海外進出の成功要因に進出先の国数や従業員数、海外店舗数、
PER、エントロピー指数、業態が各社の海外における営業利益率にどれくらい影響を与え
るのかを測るためである。尚、エントロピー指数とは事業の多角化の度合いを測る数値で
ある。（2009,青木） 
 
第二項 分析の方法 
 最初に、9 社の営業利益率の平均値を測り、平均以上を A グループ、平均未満を B グル
ープとし、A グループ、B グループそれぞれの各項目の平均値を比較することで、各指標
における差異を明確にする。 
 次に、A グループ、B グループそれぞれにおいて、被説明変数を海外営業利益率、説明
変数を出先の国数、従業員数、海外店舗数、PER、エントロピー指数におき、回帰分析を
行う。 
最後に単回帰分析を行い、各企業の海外営業利益率と業態との相関があるかを探った。 
 
第三項 分析の結果 
 分析を開始するにあたって上場企業のうち、海外進出に積極的な外食企業 20 社を抽出
した。下記の図 7 がそれらの企業である。 
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図表 7：日系、海外進出企業（上場企業） 
企業名 店舗名
国内店
舗数
海外店
舗数
壱番屋 CoCo 1296 161
エー・ピーカンパニー 塚田農場、四十八漁場 193 15
ゼンショーホールディングス すき家、なか卯、はま寿司 4607 303
プレナス Hotto Motto、やよい軒 3022 192
コロワイド 牛角、かっぱ寿司 2599 139
くらコーポレーション くら寿司 369 16
すかいらーく Skylark、藍屋、しゃぶ葉 3067 50
ドトール・日レスホールディングス ドトールコーヒーショップ、エクセルシオールカフェ 1341 7
ハチバン 8番らーめん、らーめん元八 141 122
元気寿司 GENKI SUSHI 148 158
サイゼリヤ サイゼリヤ 1028 345
トリドールホールディングス 丸亀製麺、とりどーる 1211 334
吉野家ホールディングス 吉野家 2152 733
ＷＤＩ カプリチョーザ、トニーローマ　等 154 35
力の源ホールディングス 一風堂 133 65
大戸屋ホールディングス 大戸屋　ごはん処、おとや、オオトヤキッチン、おおとや厨房 348 93
ワタミ 居食屋「和民」、日本料理「和亭」 479 86
松屋フーズ 松屋 1067 7
ペッパーフードサービス ペッパーランチ 272 270
モスフードサービス MOS BURGER 1362 336  
出所：筆者作成 
 
 次に図表 7の 20社のうち、海外売上及び海外営業利益率を開示している企業に絞った。
結果として下記 9社がその条件に該当した。 
 
図表 8：日系、海外進出企業（海外業績公開） 
企業名 店舗名
国内店
舗数
海外店
舗数
ハチバン 8番らーめん、らーめん元八 141 122
元気寿司 GENKI SUSHI 148 158
サイゼリヤ サイゼリヤ 1028 345
トリドールホールディングス 丸亀製麺、とりどーる 1211 334
吉野家ホールディングス 吉野家 2152 733
ＷＤＩ カプリチョーザ、トニーローマ　等 154 35
力の源ホールディングス 一風堂 133 65
大戸屋ホールディングス 大戸屋　ごはん処、おとや、オオトヤキッチン、おおとや厨房 348 93
ワタミ 居食屋「和民」、日本料理「和亭」 479 86  
出所：筆者作成 
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図表 9：各社の経営数値 
 
出所：筆者作成 
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ここで簡単に分析対象の 9社を説明する。直近の業績については図表 9に記載する。 
 
 ハチバン 
株式会社ハチバン、創業 1971 年 1 月 21 日、本社は石川県金沢市。8 番らーめんとい
う野菜ラーメンを展開する企業。国内 141店舗、海外 122店舗。海外進出国は 2か国。
9割以外の店舗がタイ王国にある。 
 元気寿司 
元気寿司株式会社、創業 1968年 12月 12日、本社は栃木県宇都宮市。寿司の中でも回
転寿司を経営する同社。国内 148 店舗、海外 158 店舗。海外進出国は 9 か国。海外 1
号店はアメリカ（現在はアメリカで 16店舗）。香港 73店舗、中国で 48店舗展開。 
 サイゼリヤ 
株式会社サイゼリヤ、創業 1973年 5月 1日、本社は埼玉県吉川市。イタリア料理店「サ
イゼリヤ」を展開。国内 1028店舗、海外 345店舗。海外進出国は 4か国。海外店舗の
8 割以上にあたる 291 店舗が中国。その他、香港 25 店舗、台湾 12 店舗、シンガポー
ル 16店舗。 
 トリドールホールディングス 
株式会社トリドールホールディングス、創業 1990年 6月 11日、本社は東京都品川区。
讃岐釜揚げうどん「丸亀製麵」、鶏肉ファミリーダイニング「とりどーる」を中心に展
開。国内 1211店舗、海外 334店舗。海外進出国は 12か国。アジアのほかにアメリカ、
ロシア、オーストラリアにも展開。 
株式会社トリドールホールディングス、創業 1990年 6月 11日、本社は東京都品川区。
讃岐釜揚げうどん「丸亀製麵」、鶏肉ファミリーダイニング「とりどーる」を中心に展
開。国内 1211店舗、海外 334店舗。海外進出国は 12か国。アジアのほかにアメリカ、
ロシア、オーストラリアにも展開。 
 吉野家ホールディングス 
株式会社吉野家ホールディングス、創業 1958年 12月 27日、本社は東京都中央区。牛
丼チェーンとして有名。国内 2152店舗店舗、海外 733店舗。海外進出国は 11か国。
中国 387店舗、アメリカ 108店舗、台湾 61店舗、香港 58店舗など。 
 WDI 
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株式会社 WDI、創業 1954年 4月 9日、本社は東京都港区。カジュアルイタリアン「カ
プリチョーザ」を中心に様々なブランドを展開。国内 154店舗、海外 35店舗。海外進
出国は 11か国。アジアを中心にアメリカでも展開。 
 力の源ホールディングス 
株式会社力の源ホールディングス、創業 1986年 10月 30日、本社は福岡県福岡市。と
んこつラーメン「一風堂」を中心に展開。国内 133店舗、海外 65店舗。海外進出国は
12 か国。香港 22 店舗、台湾 9 店舗の他、アメリカ 7 店舗、オーストラリア 4 店舗、
イギリス 2店舗、フランス 2店舗など。 
 大戸屋ホールディングス 
株式会社大戸屋ホールディングス、創業 1983年 5月 20日、本社は東京都武蔵野市。
定食店「大戸屋ごはん処」を展開。国内 348店舗、海外 93店舗を展開。海外進出国は
8か国。タイ 45店舗、台湾 27店舗、韓国 14店舗など。 
 ワタミ 
ワタミ株式会社、創業 1986年 5月 1日、本社は東京都大田区。居酒屋「和民」を中心
に展開。国内 479 店舗、海外 86 店舗。海外進出国は 7 か国。中国 48 店舗、台湾 27
店舗など。 
 
 最初の分析では海外営業利益率（図表 9）の平均値をとった。平均は 8.2%だったため、
平均以上の Aグループはハチバンと元気寿司の 2社、平均未満はサイゼリヤ、トリドール
ホールディングス、吉野家ホールディングス、WDI、力の源ホールディングス、大戸屋ホー
ルディングス、ワタミの 7社に分類された。そしてそれらのグループの経営指標毎に平均
値をとり、比較をした表は下記の通りとなる。 
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図表 10：Aグループ、Bグループ経営数値の比較 
項目名
Aグループ
平均
Bグループ
平均
差（A/B）
国内店舗数（平均） 145 786 0.18
海外店舗数（平均） 143 242 0.59
合計店舗数（平均） 287 1065 0.27
売上高・営業収益(百万円) 21124 87268 0.24
当期利益(百万円) 503 1644 0.31
売上高営業利益率(％) 4.5% 3.8% 1.18
期末従業員数(人) 361 2018 0.18
時価総額(直近)(百万円) 21765 82352 0.26
PER(直近)(倍) 46 47 0.99
EV/EBITDA倍率(倍) 10 11 0.88
海外売上高（百万円） 3132 11802 0.27
海外売上利益額（百万円） 403 567 0.71
海外売上高比率 11.8% 15.7% 0.75
海外利益率 24.0% 3.7% 6.53
出店国数 5.5 9.3 0.59  
出所：筆者作成 
 
A、B それぞれの規模を比較すると、B は A と比較し約 4 倍程度の規模となる。一方、
営業利益率で比較すると全体で A グループが B グループの 1.18 倍、海外営業利益率では
6.53 倍とその差はさらに広がった。従業員数と店舗数の関係で見ると、Bは 1店舗あたり
の従業員数が Aに比較し 2倍程度いることが確認される。出店国数は Aが 5.5か国である
ことに対し、Bは 9.3か国に展開している。Bは Aと比較し、出店国が分散していると言え
る。 
 
次に Aグループと Bグループの回帰分析を行った。被説明変数に海外営業利益率、説明
変数に海外店舗数、従業員数、PER、出店国数、エントロピー指数を用いた。 
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図表 11：回帰分析 
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 今回の分析では、海外事業に関する各種数値を公表している外食企業が少ないため、テ
ータの数が少なく、参考値という側面が強いが、いずれにしても有意な結果は得られなか
った。 
 次に縦軸に海外営業利益率、横軸にエントロピー指数で単回帰分析を行ったところ下記
のような図になった。注目すべきは海外利益率の低い赤色で表記した点である。左の点が
ワタミ、右の点が大戸屋ホールディングスである。 
 
図表 12：単回帰分析 
 
出所：筆者作成 
 
 営業利益率を実数で比較をすると図表 13のようになる。大戸屋とワタミは海外利益率が
それぞれ 0.7%、-0.4%と 9社平均 8.2%と比較し、明らかに低い。 
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図表 13：各社の海外利益率 
企業名
海外売上利益
額（百万円）
海外利益率
ハチバン 200 37.5%
元気寿司 605 10.6%
サイゼリヤ 2314 7.2%
トリドールホールディングス 363 6.2%
吉野家ホールディングス 913 5.5%
ＷＤＩ 273 3.7%
力の源ホールディングス 141 2.9%
大戸屋ホールディングス 20 0.7%
ワタミ -54 -0.4%  
出所：筆者作成 
 また、今回の研究で分析を行った 9社を業態で分類すると図表 14の通りになる。 
 
図表 14：各社の業態 
企業名 店舗名 業態
ハチバン 8番らーめん、らーめん元八 らーめん
元気寿司 GENKI SUSHI 寿司
サイゼリヤ サイゼリヤ イタリアン
トリドールホールディングス 丸亀製麺、とりどーる うどん
吉野家ホールディングス 吉野家 牛丼
ＷＤＩ カプリチョーザ、トニーローマ　等 イタリアン
力の源ホールディングス 一風堂 らーめん
大戸屋ホールディングス 大戸屋　ごはん処、おとや、オオトヤキッチン、おおとや厨房 定食
ワタミ 居食屋「和民」、日本料理「和亭」 居酒屋  
出所：筆者作成 
上記を更に単品メニューで構成される一品料理業態か複数メニューで構成される多品料
理業態なのかで分類をすると図表 15 になる。 
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図表 15：各社の業態の分類 
 
出所：筆者作成 
 今回比較の対象とした 9社の中で海外営業利益率が悪い数字を示していたワタミ、大戸
屋ホールディングスは図の右上の「日本食メニュー、多品料理」に分類されることがわか
る。 
 
図表 16：Aグループ、Bグループの業態比較 
 
 
出所：筆者作成 
 
 今回の分析では、海外売上高、海外営業利益率が開示されている企業に限定された比較
となっているため、図表 16「非日本食メニュー、単品料理」の項目にあてはまる企業がな
く、3つの業態における分類になるが、成功している Aグループは全て「日本食メニュー、
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単品料理」となっていることがわかる。 
 以上の分析より、傾向として明らかになったことは次の 2 点である。1 つ目は海外進出
に成功している企業の進出先国数は少ない。2つ目は業態が「日本食メニュー、単品料理」
が成功しており、「日本食メニュー、多品料理」は成功していないことがわかった。 
 
第二節 進出先国の CAGE分析 
第一項 分析の目的 
 CAGE を用いた分析では日本から各進出国との距離に着目し、文化的、政治的、地理的、
経済的な距離を外食企業の経営に関連する指標で比較分析することによって、進出の難易
度や進出後の成功可否に何かしらの特徴があるかを測るために行う。 
第二項 分析の方法 
 まず、今回分析をした 9 社の進出先国を A グループ、B グループそれぞれで書き出し、
比較を行う。次に進出企業数が多い国を上から 10 国抽出する。CAGE の各項目には外食
産業の成功成否に関連する項目をそれぞれ設定した。「C：文化的な距離」では「食文化の
多様性があるか」、「外食文化かどうか」、「訪日観光客数」という 3 つの項目を設定した。
「食文化の多様性」では当該国の主食の料理のジャンル、例えば日本のように和食という
1 つの料理ジャンルがメインであれば距離が近い、複数あった場合は距離が遠いとした。
「外食文化」においては日本と近いまたはそれ以上外食を行う場合は近い、明らかに日本
と比べて外食を行うことが少ない場合は遠いとした。これは図の（外食の推移）外食の傾
向より測った。「訪日観光客数」では1年あたり100万人程度訪日観光客がいる場合は近い、
そうでない場合は遠いとした。日本文化、日本の食文化に対する距離を測るためである。 
「A：政治的な距離」では「民主主義であるか」、「自由貿易であるか」という 2 つの項
目を設定した。「民主主義であるか」では各国の市場における外食企業の競争環境や国民の
ビジネスに対する考え方を測る指標として設定し、民主主義の場合は近い、そうでない場
合は遠いとした。「自由貿易であるか」は食材の調達に関する指標として設定した。自由貿
易の場合は近い、そうでない場合は遠いとした。 
 「G：地理的な距離」では「物理的に近いか」、「日本と気候が同じか」という 2 つの項
目を設定した。「物理的に近いか」では日本から材料などを送る際の距離、マネジメントが
実際に現地に行きやすいかという距離を測るために設定した。日本から近い場合は近い、
遠い場合は遠いとした。「日本と気候が同じか」は食習慣や生活習慣の違い、食の好みをい
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う意味で設定した。日本と同様の気候の場合は近い、そうでない場合、日本同様、温暖気
候や亜寒帯気候の場合は近い、それ以外は遠いとした。 
 「E：経済的な距離」では「人件費」、「失業率」という 2つの項目を設定した。「人件費」
は国ごとの人の収入を測る意味で設定した。外食企業の人件費という意味合いでも解釈は
出来るが、ここではあくまで人が払えるお金の原資としての人件費を重視した。日本とあ
まりかわらない水準の企業を近い、あきらかに日本より収入が少ない国は遠いとした。「失
業率」は国の経済状況を測る 1つの指標として設定した。日本の失業率は 3.1%だが、世界
には 30%近い失業率の国もある。そこで今回は日本の 2 倍以下の失業率であれば距離が近
い、それより上であれば遠いとした。 
 以上の指標をもとに CAGE フレームワークに沿った分析を行い、A グループ、B グルー
プそれぞれの進出先を比較し、進出先国による業績の差異について考察する。 
 
第三項 分析の結果 
 最初に CAGE フレームワークに沿った分析を行うために、A グループ、B グループそれ
ぞれの進出先の合計値を洗い出した。結果が図表 17 である。進出先として一番多かった
のが香港、次いで台湾。以下、中国、シンガポール、インドネシア、タイ、アメリカ、フ
ィリピン、マレーシアと続く。この 10 か国を分析の対象とした。 
 
32 
 
図表 17：Aグループ、Bグループの海外進出先国 
地域名 進出国名
Aグループ
平均
Bグループ
平均
Aグループ
企業数
Bグループ
企業数
アジア 香港 ◎ ◎ 2 6
アジア 台湾 ◎ 7
アジア 中国 △ ◎ 1 6
アジア シンガポール △ 〇 1 5
アジア インドネシア △ 〇 1 5
アジア タイ ◎ 〇 2 4
北米 アメリカ △ 〇 1 5
アジア フィリピン △ 〇 1 4
アジア マレーシア 〇 3
アジア ベトナム 〇 3
アジア モンゴル △ 2
アジア カンボジア △ 〇 1 3
アジア 韓国 △ 2
オセアニア オーストラリア △ 2
アジア ミャンマー △ 1
アジア アラブ首長国連邦 △ 1
欧州 イギリス △ 1
欧州 フランス △ 1
北米 北米 △ 1
オセアニア ミクロネシア △ 1
アジア アジア △ 1
欧州 ロシア △ 1  
出所：筆者作成 
 
 この上位 10 か国を CAGE フレームワークに沿った分析を行う。まず、距離を測る各項
目について本国（日本）との距離が近いか遠いかを解説する。 
＜文化的な距離＞ 
 食文化の多様性があるか 
主食となる料理のジャンルで距離を測った。日本は和食であり、その中でも米が主食
であると言える。各国の状況はシンガポールとアメリカは距離が遠い（日本とは主食
も違う、料理ジャンルも多様である）、それ以外の香港、台湾、韓国、中国、タイ、イ
ンドネシア、マレーシア、フィリピンの主食は米であるため距離は近いとした。シン
ガポールとアメリカは多民族国家であり、宗教も多岐に渡る。結果として主食が異な
る。 
 外食文化かどうか 
第３章第一節で説明をした通りの外食率で距離を測った。日本の外食率は 30%である。
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これと比較した。結果は香港、台湾、韓国、アメリカ、中国、タイ、シンガポール、
インドネシア、マレーシア、フィリピン全ての国で距離が近いとなった。 
 訪日観光客数が多いか 
日本政府観光局(JNTO)が発行する 2016 年国籍別/目的別・訪日外客数をもとに距離を
測った。2016 年時点で日本には年間約 2400 万人の外国人が訪れている。その内訳を
見ると、100 万人近く訪れている国籍はアジアでは韓国 509 万人、中国 637 万人、台
湾 416 万人、香港 183 万人、タイ 90 万人、その他にアメリカが 124 万人となってい
る。よって、これらの国らを近いとし、シンガポール、インドネシア、マレーシア、
フィリピンを距離が遠いとなった。 
＜政治的な距離＞ 
 民主主義であるか 
日本と同じ自由な競争が行える民主主義国家であるかで測った。まずは各国の政治体
制に着目した。結果、香港は中華人民共和国香港特別行政区、台湾は三民主義に基づ
く民主共和制、韓国は民主共和制、アメリカは大統領制、中国は社会主義共和制（人
民民主独裁）、タイは立憲君主国、シンガポールは立憲共和制、インドネシアは共和制
（大統領責任内閣）、マレーシアは立憲君主制、フィリピンは立憲共和制となる。結果、
アジア諸国は距離的には近いのだが、政治体制についてはバラバラであることが伺え
る。そのような中、民主主義は香港、台湾、アメリカのみとなる。その他の韓国、中
国、タイ、シンガポール、インドネシア、マレーシア、フィリピンは民主主義ではな
いため、距離が遠いとなった。 
 自由貿易であるか 
経済連携協定（EPA）、自由貿易協定（FTA）の状況をもとに日本と自由貿易かどう
かで距離を測った。結論としては台湾、韓国、中国とは自由貿易に至っておらず距離
が遠いとした。一方、香港、アメリカ、タイ、シンガポール、インドネシア、マレー
シア、フィリピンとの距離は日本と自由貿易下にあるため近いとなった。 
＜地理的な距離＞ 
 物理的に近いか（遠いかどうか） 
物理的に日本からの距離が近いか遠いかで距離を測った。アジア諸国にあたる香港、
台湾、韓国、中国、タイ、シンガポール、インドネシア、マレーシア、フィリピンは
近く、アメリカのみが距離が遠いという結果になった。 
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 日本と気候が同じか（近いか） 
日本と全く違う気候かどうかで距離を測った。まず日本は温暖気候や亜寒帯気候であ
る。国別に気候を見てみると香港は温帯夏雨気候（サバナ気候 - 温暖湿潤気候。台湾
の北は亜熱帯気候、南は熱帯モンスーン気候。韓国は亜寒帯冬季少雨気候、温帯夏雨
気候、温暖湿潤気候。アメリカは国土が大きく、地球上にあるほとんどあらゆる気候
帯の例が見られる。中国も同様に国土面積が広い。赤道地帯、熱帯、亜熱帯、暖温帯、
温帯、寒温帯気候がある。タイは熱帯気候。シンガポールは熱帯雨林気候（熱帯性モ
ンスーン気候）。インドネシアは熱帯気候。マレーシァは熱帯気候。フィリピンはサバ
ナ気候と熱帯モンスーン気候となる。日本との差異を考えた時、タイ、シンガポール、
インドネシア、マレーシア、フィリピンが熱帯気候のため日本からの距離が遠く、香
港、台湾、韓国、アメリカ、中国は都市にもよるのだが、日本からの距離は近い結果
となった。 
＜経済的な距離＞ 
 人件費 
日本の労働者の平均賃金と各国の平均値との差で距離を測った。三菱東京 UFJ が
2017 年 5 月に発行した「アジア・オセアニア各国の賃金比較」によると例えば一般工
の米ドル建て月額賃金では、日本（横浜）が 2493 ドルに対して、香港 1961 ドル、韓
国（ソウル）1935 ドル、シンガポール 1703 ドルとなり、アメリカを他の国は日本の
賃金を大きく下回った。結果として香港、韓国、アメリカ、シンガポールは距離が近
くなり、台湾、中国、タイ、インドネシア、マレーシア、フィリピンは距離が遠いと
いう結果になった。 
 失業率 
各国の失業率で距離を測った。失業率はグローバルノートが Web サイト上で公表して
いる数値を参考にした。日本の失業率が 3.1%であるのに対し、香港 3.4%、台湾 3.9%、
韓国 3.7%、アメリカ 4.9%、中国 4.6%、タイ 0.9%、シンガポール 1.8%、インドネシ
ア 5.6%、マレーシア 3.5%、フィリピン 5.5%という結果になった。いずれの国も日本
と 2 倍以上の差が見えなかったため、距離は近いという結果になった。 
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図表 18：CAGEフレームワークによる各国の評価 
CAGE 項目 香港 台湾 韓国
アメリ
カ
中国 タイ
シンガ
ポール
インド
ネシア
マレー
シア
フィリピ
ン
食文化の多様性があ
るか
0 0 0 1 0 0 1 0 0 0
外食文化かどうか 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
訪日観光客数が多い
か
0 0 0 0 0 0 1 1 1 1
民主主義であるか 0 0 1 0 1 1 1 1 1 1
自由貿易であるか 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0
物理的に近いか（遠
いかどうか）
0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
日本と気候が同じか
（近いか）
0 0 0 0 0 1 1 1 1 1
人件費 0 1 0 0 1 1 0 1 1 1
失業率 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
合計点数 0 2 2 2 3 3 4 4 4 4
文化的な距離
Cultural
政治的な距離
Administrative
地理的な距離
Geographical
経済的な距離
Economic
 
出所：筆者作成 
 
 A、B グループを比較し言えることは 3 つある。1 つ目は 9 社全部が香港に出店してい
る点だ。香港は日本と極めてビジネス環境が近いことが CAGE 分析を通じて明らかになっ
た。合計点数は 0 である。よって日本から海外進出するにあたっては進出への障壁が非常
に少ないと言える。都市としての人口も 730 万人と非常に多く魅力的である。 
 2 つ目は B グループ 7 社中 7 社が台湾に出ているが A グループはゼロである点である。
CAGE 分析を通じて台湾は香港同様に距離が近いと言える。貿易において、規制品目はあ
るが、そこまで飲食業への影響は出ない。そうなると A グループが進出していない理由は
特に見つからないが、実際に A グループは進出国を絞っているからではないかと推測され
る。また、香港と台湾を人口で比較すると香港 730 万人に対して台湾 2300 万人と台湾の
方が圧倒的に多いが、人口密度で見ると台湾約 600 人/㎢に対し、香港 6300 人/㎢となり、
地理的条件が重要な外食産業においては香港の方が台湾に比較し、圧倒的に有利となる。
所得水準で比較をしても 2 倍近く香港の方が多い。よって、2 国を比較すると人口密度と
所得面で香港有利と言える。 
 3 つ目は A グループの 2 社が進出している香港、タイは文化的距離、政治的距離が近い。
ポイントは両方とも 0 である。同様に文化的距離が近い台湾、中国は政治的距離がある。
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そしてこの台湾と中国が B グループの企業が多く進出している点に特徴がある。2 つ目の
説明にもあるが、香港と台湾に大差があるかと言うと、そうではない思うのだが、外食企
業の中国進出に伴うトラブルの多くは現地のパートナー契約や法規制によるところを考慮
すると、文化的距離が近いことがまずは魅力的だが、もし選択肢があるのであれば、政治
的距離が近い国に進出した方が良いとここでは言える。 
また、進出国が多くなかったため、ここでは記載が無いが、A グループがヨーロッパに
出ていないことも特徴の 1 つだった。ヨーロッパは物理的な距離の遠く、進出にかかるコ
スト（政治的/制度的距離）も非常に高いという特徴がある。 
 
第三節 この章のまとめ 
第４章では海外進出を行う企業のうち、海外売上高、海外営業利益率を公表する 9社の
分析を行った。行った分析は海外営業利益率の高い Aグループとそうでない Bグループの
各種経営指標の比較、海外営業利益率を被説明変数とした回帰分析、縦軸に営業利益率、
横軸にエントロピー指数をとった単回帰分析、そして進出先国の CAGEフレームワークに沿
った分析の計 4つの分析を行った。 
得られた結果としては、海外営業利益の高い Aグループの方がそうでない Bグループと
比較し、海外進出先国数が少ないこと、具体的には A が 5.5 か国に対して、B が 9.3 か国
であったことが挙げられる。まだ日本企業にとって海外進出は歴史の長いものでない。ゆ
えに限られた資源をどのように配分するかという点において、進出国が広がるとその分チ
ャンスも広がるとも言えるが、現状では資源が分散し、利益率が低くなることが推測され
る。マクドナルドが世界 100か国以上に展開していることを考えると、進出国が分散する
ことが悪いこととは言えないが、それはあくまで海外店舗の数が万単位になった時に初め
て言えるのではないだろうか。日本の外食企業で最も海外進出を行う吉野家が現在海外
733 店舗であることを考えると、店舗数で単純比較をすると進出国数は少なくともマクド
ナルドの 10分の 1程度に絞らないと同水準の営業利益率は得られないだろう。各社それぞ
れ固有の事情があるにせよ、業績のよい Aグループの進出国数が Bグループの半数である
ことは 1つの大きな指標となりうる。 
次に単回帰分析で得られた図を用いて、海外営業利益率に着目した際に、業績が良い企
業・悪い企業で提供するメニューに差があることがわかった。海外進出に成功している企
業は「日本食メニュー、単品料理」を扱っており、逆にうまくいっていない企業は「日本
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食メニュー、多品料理」を展開している点である。A グループの企業は全て「日本食メニ
ュー、単品料理」だった。これは海外マーケットにおける反応、すなわち競合優位性にも
繋がることだと推測できる。単品メニューは日本特有のメニューであれば、ラーメン、寿
司、焼き肉、しゃぶしゃぶなどが当てはまる。これらは日本文化を深く知らない外国人で
あったとしても、何屋なのか、どんなメニューを提供するお店なのかが一目でわかる。な
ぜならばそのメニューを頼まないと他に食べるものが無いからだ。逆に「日本食メニュー、
多品料理」となるとなんとなく日本食レストランであることが分かるが、一体何を食べれ
ば良いのかがわかりにくい。「日本食メニュー、多品料理」に「分類される居酒屋や定食屋
はおそらく最初こそ何とかなるのかも知れないが、顧客にとって強力な引きが単品メニュ
ーの店と比べると弱いのだろう。つまり日本の外食企業の海外進出においては、魅力の絞
り込みが必要であり、ブランドアイデンティティを確立させることが重要なことの 1つで
はないだろうか。その点が提供メニューと業績の関係から伺えた。 
最後に CAGE から得られた内容である。CAGE から得られた内容としては進出先国におけ
る文化的距離が重要であることが一番に挙げられた。それは業績の良い Aグループの進出
先が香港、タイであったことから得られた知見だ。そして同様に文化的距離が近いが、政
治的郷里が遠い台湾、中国においては進出の難易度が少し上がると数値からは伺えた。 
繰り返しになるが、まとめると進出国数は絞った方が良い、提供メニューは「日本食メ
ニュー、単品料理」の方が良い、文化的距離と政治的距離の近い香港、タイが進出先とし
ては良いという以上の 3点が分析から得られた知見である。もちろん進出企業の個別の背
景や特徴があってしかるべきで、十分にそれらは考慮されるべきだと思う。だが、進出前
の企業が計画を立てる段階で今回得られた知見は大いに役に立つのではないだろうか。 
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第５章 事例研究 
第一節 事例研究の方法 
 海外進出に関するインタビューを力の源カンパニー、一蘭、ダイタンホールディングス、
ワンダーテーブルの 4社に行った。またハチバンにおいてはインターネットから得られる
情報やインタビュー記事、そして実際にタイに住む友人の手を借りて事例研究を行った。 
事例研究では第 2章第二節第三項で説明を行ったゲマワットが推奨する AAAフレームワ
ークを用いて内容を整理、分類し、各社の海外展開の方法や優先順位を明らかにすること
を中心に行う。内容は、事例研究先企業の紹介、現在の海外進出状況、AAA フレームワー
クに沿った説明、そしてインタビュー内容あるいは調査内容を順に紹介する。インタビュ
ー内容の紹介については内容が非常に多岐に渡った目、ポイントのみ紹介することにする。 
海外進出を行う各企業の海外進出に伴う工夫やポイントを紹介することによって、実践
への示唆とする。 
第二節 AAA分析 
 海外展開を行う外食企業の海外事業戦略を Aggregation（規模）、Adaptation（適応）、
Arbitrage（差異）のフレームワークに沿って分析を行う。インタビューの際、可能な限り
海外という大きな括りでなく、各国における状況と打ち手を明確にして頂くことを重視し、
第4章第二節で述べたCAGE分析の結果と照らし合わせることによって各社の戦略を分析す
る。 
第一項 Aggregation（規模） 
 第２章第二節第三項では Aggregationを以下の内容だと説明した。 
 地域を束ねて、製品や業務の標準化・共通化を追求 
 集約化した商品開発・生産販売・バックオフィス体制 
 典型的には集権型組織 
 外食企業の海外進出における Aggregationとは、国や提供するメニューを絞ることによ
って、経営効率を高めることを指している。但し、Aggregationを行うことは Adaptation
とは相反することになるため、各社がどのように取り組んでいるのかが注目である。内容
としては地域、メニューの絞り込み他、サプライチェーンの構築（セントラルキッチンの
有無、食材の調達方法の最適化）、サービスの標準化などが挙げられる。 
 
第二項 Adaptation（適応） 
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 第２章第二節第三項では Adaptation を以下の内容だと説明した。 
 製品・サービス・販売方法などのローカル化の積極推進 
 ローカル主導の商品開発・生産販売活動 
 典型的には分権分散型組織 
 外食産業の海外進出における Adaptation とは、言葉の通り如何に現地に適合するのか
を指す。Aggregation とは逆の現地最適を追い求めるような形となる。内容としてはフォ
ーカス・ターゲティング（地域、セグメント、商品）、商品点数・SKU 管理、他力活用 JV・
M&A・ライセンシング・アウトソース、管理の標準化・効率化、ローカルマネージメント
の育成、ノウハウの流通・共有などが挙げられる。 
 
第三項 Arbitrage（差異） 
 第２章第二節第三項では Arbitrage を以下の内容だと説明した。 
 地域間の差異を活用した事業展開・ビジネスモデル 
 典型的にはコスト差を活用した水平分業型の事業展開 
 ブランド、ライフスタイルなどの独自のソフト資産のグローバル展開 
外食産業の海外進出における Arbitrage とは、競争優位を如何にして作るかということ
に他ならない。内容としては、コアコンピタンスの明確化（ブランド化されたメニューの
有無、サービス、空間としての優位性の確立）、センターオブエクセレンスの確立、品質、
価格の管理、文化的背景の活用などが挙げられる。 
 
第三節 力の源ホールディングス（一風堂） 
第一項 会社概要 
 株式会社力の源ホールディングス、代表取締役社長 清宮俊之、〒810-0041 福岡県福岡
市中央区大名 1-14-45 Qiz TENJIN 801B号  
2017年 3月末現在、年商 224億円、国内 133店舗、海外 65店舗（2017年 9月末現在は
国内 136店舗、海外 71店舗）、一風堂ブランドを中心に国内・海外で事業を展開。清宮社
長の経歴は CCCで 15年勤めた後、力の源ホールディングスに入社。入社 3年で社長に抜擢
された方。創業者は現代表取締役会長河原成美。 
 
2017 年 9 月末現在、力の源カンパニーは国内 136 店舗、海外 71 店舗（日本を含む 13 か
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国）を展開している。国内事業はかなり厳選した場所に出店している状況のため、思った
以上に店舗数は増えていない。年間 10 店舗～15 店舗くらい増加ペースで今後も出店する
予定だ。 
一方で海外事業は想定外にことが起こりながらも順調に出店を伸ばしている。出店ペー
スは国内より早く、年間 30 店舗くらいのペースで今後増加させたいそうだ。2018 年は出
店国数も 13 か国から 16 か国へと 3 か国増える見通しだ。 
 
第二項 海外進出状況 
力の源カンパニーの海外売上高は順調に推移している。2017 年 3 月期時点での海外売
上高は 48.5億円（前年対比 112%）だったが、2018年 3月期では 60億円（前年対比 123.8%）
の売上を見込んでいる。業態としての主力は博多とんこつラーメンの一風堂。その他にハ
ラル対応を見据えて鶏 100%にしている KURO-OBI（黒帯）、フードコート・サービスエ
リア専用のブランド IPPUDO RAMEN EXPRESS などがある。2017 年 9 月時点での進
出国は日本を除き 13 か国 71 店舗で、内訳は台湾 9 店舗、香港 22 店舗、タイ 5 店舗、マ
レーシア 3 店舗、シンガポール 9 店舗、インドネシア 2 店舗、フィリピン 5 店舗、アメリ
カ 7 店舗、オーストラリア 4 店舗、イギリス 2 店舗、フランス 2 店舗、ミャンマー1 店舗。
2018 年には 15 か国に拡大予定。 
 
第三項 AAA分析 
 Adaptation については、一番意識しているのが、店内の雰囲気作りだと清宮社長は言っ
た。日本人はダサい傾向にあるので、海外店舗の内装を海外デザイナーに内装をお願いす
ることも多々あるそうだ。提供メニューについても日本が 7 種類に対し、海外は平均 10
種類程度あるようで、国や地域によってその内容を変えている。また日本の一風堂では行
っていないテイクアウトをアメリカでは行っている。現地の食文化に合わせた形だ。そし
て何より印象的だったのが、海外スタッフに社長が日本の一風堂を目指すな、と言ってい
る点だ。あくまで出店地域に合わせた店作りを行うよう、社長自ら指示を出していた。 
Aggregation については、一番標準化したいのはオペレーションと清宮社長は言った。3
か国語で教材動画を作ったのもそうだが、日本国内にある研修施設に世界各国からスタッ
フが訪れ、研修を行う様子からもオペレーション強化に力を入れているのが伺える。また、
もとダレ、もと出汁を全世界共通で同じものを使っていることから、一風堂の看板メニュ
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ーのスープは世界中どこでも同じことが確認された。サプライチェーンについては、あく
まで味に影響が出ない前提に、調達可能な材料については積極的に現地で調達している。
新規出店については同社特有の基準があり、競合状況や日本文化の浸透度などの基準を満
たした地域で出店をしている。 
 
図表 19：力の源ホールディングスの AAA 
力の源ホールディングス
Adaptation
現地化重視
・全ての国、地域で提供メニューを変えている
・らーめん以外の食べ物メニューや飲み物を多く揃えている
・アメリカの店舗ではテイクアウト用のメニューがある
・海外店舗の内装は出店当初は標準化せず、テーマに沿った内容に
 ・出店店舗数が一国あたり3店舗程度から管理コストが安くなる 
・出店形態はパートナー活用と主となる地域は単独で展開。近年、パー
トナー選定やり直した
 ・麺の長さやサイドメニューは現地に最適化する
Aggregation
標準化重視
・だしは世界共通。世界で作れるのが3人のため、一部輸出で対応
・毎日朝礼を実施し、提供サービスは日本標準にする
・小麦粉や明太子などは基本現地調達
・全世界に5人のオーナーシェフがいて、そのシェフだけが味を変えられ
る
Arbitrage
専門化活用
・女性がひとりでも入れる「怖い、汚い、臭い」という従来のラーメン屋が
持つイメージを払拭した一風堂というブランド
・価格は都度現地調査を行い、感情価格をベースとして決める。決して
原価の積み上げで決めない
・「すすって食べる」という日本文化の浸透に努めている
・店内に日本語で内装に文字が書いてあったりと、日本ブランドである
ことは強調している
 
出所：筆者作成 
 Arbitrage については、一風堂のブランドコンセプトが創業当初から女性が一人で入
れる店創りであるため、同様のコンセプトを世界各国の店舗でも持っている。またプライ
シングについては感情価格を現地で調査した上で設定しており、決して原価の積み上げで
決めていない。結果として、価格は各国で大きく異なる。また食べ方については日本以外
の国ではすすって食べることをマナー違反とする国がほとんどだが、ラーメンはすすって
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食べるのが一番美味しいという日本特有の文化を、定期的にイベントを通じて現地で定着
させようとしている。国によってすすって食べるのがうまく出来る国とそうでない国があ
るため、麺の長さは国によって変え、ラーメンを一番美味しく食べられるように工夫して
いる。ブランディングについてもかなり意識をしており、日本文化を押し出す内容はもち
ろんのこと、一風堂が持つイメージが格好良いことにこだわり、それらを棄損するような
場所には出店しないと清宮社長は言っていた。 
 
第四項 インタビュー結果 
 理念について 
力の源ホールディングスは経営理念に「変わらないために変わり続ける 「KEEP 
CHANGING TO REMAIN UNCHANGED」を掲げ、積極的に海外展開を行っている。 
 出店来歴 
2008 年にニューヨーク、2009 年にシンガポール、2011 年に中国・香港、2012 年に
台湾・中国（Mainland）・シドニー、2013 年にクアラルンプール、2014 年にバンコ
ク・マニラ・ジャカルタ・ロンドン、2016 年にパリ、2017 年にミャンマー出店を行
っている。国というより都市に出店している様に見える。一風堂の清宮社長は「金融
街の近くに出店するとうまくいく」とお話されていた。 
 海外進出の J カーブ 
同社の海外展開は各地域のステージを縦軸に投資コスト、横軸に店舗数で綺麗な J カ
ーブを描いている図で説明が出来る。この表の横軸、すなわち店舗数で成長フェーズ
1～5 に分類する。成長フェーズ毎の状況や課題を整理し、各国で起こっていることと
照らしわせることによって、成長に必要な要素が浮かび上がる。具体的には次の通り
である。 
 フェーズ 1 
調査マーケティング期：物件調査や法人設立のフェーズ。ロジスティックス
や調達網を構築するために駐在員を派遣し、色々調査をするフェーズ。当然
赤字。 
現在：ベトナム、ニュージーランド 
 フェーズ 2：1 号店 OPEN 期 
一番大きく赤字になり、J カーブの底辺となるフェーズ。店舗投資を始め、
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セントラルキッチン投資や人材採用・研修、管理部門の設置などが必要とな
る。ロンドンやパリで出店した際には、このフェーズ 2 に差し掛かるまでで
2，3 年かかった。理由としては店舗の預託金が億単位でかかることや住民と
の論争など進出国ならではの要因がある。 
現在：ミャンマー 
 フェーズ 3：経営基盤構築期 
2，3 号店の出店投資のフェーズ。まだ投資回収は出来ないが、底を打って投
資回収へ向かうフェーズ。プロモーションや認知、啓蒙活動や人材育成など
を行う。店舗スタッフのみではなく、バックオフィスが活躍するタイミング
となる。 
現在：フィリピン、マレーシア、タイ、インドネシア 
 フェーズ 4：複数店展開期 
多店舗展開を行うフェーズ。フェーズ 3 にくらべコスト構造が良くなり、収
益貢献し始めるタイミング。このフェーズでマネジメント体制を構築する。 
現在：台湾、中国、アメリカ、フランス、イギリス 
 フェーズ 5：多店舗展開＆FCF 安定期 
フリーキャッシュフローで黒字となり、より安定した収益貢献が出来るフェ
ーズ。新プライスラインの開発などを行う。 
現在：シンガポール、オーストラリア 
 各国の状況 
 アメリカ（ニューヨーク） 
年商 7,8 億円と非常に安定している。客単価は 2600 円～3000 円程度。様々
なメニューが置いてあり、いわゆる「締めのラーメン」としてラーメンを食
べるお店。顧客の平均滞在時間は約 50 分。短すぎず長すぎない丁度良い時
間いてくれている状況。2014 年、エンジニアドガーメンツがデザインした新
ユニフォームが大きな話題になった。 
 アメリカ（バークレー） 
40 席、日本によくあるらーめん店の大きさ。オープンが 1 年半遅れたことが
かえって話題になったお店。オープン時には 900 人が来店し、オープンから
クローズまでずっと行列になった。 
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 シンガポール 
色々実験している国としての位置づけ。カフェと融合したり、チャンギエア
ポートでは 3 坪で展開したり（多い時で 800 人/日の来店）、SAKE Bar と併
設したりと同じ業態は無い。どの店も成功しており合算での利益率は十数％
超、そこで培った知見をアジア各国に輸出している。 
 その他各国の状況 
香港では 7 店舗展開。オーストラリアでは 4 店舗。フィリピンは一番うまく
いっていると言っても過言ではない国。現在 5 店舗だが来年には 10 店舗に
なる予定。中国は現在 15 店舗。進出形態を JV から最近ライセンス契約に変
えた。マレーシアは現在 3 店舗。早いうちに 10 店舗まで持っていきたいと
考えている。タイは現在5店舗。30店舗くらいまでは伸ばせると考えている。
インドネシアは現在 2 店舗。最近ジョイントベンチャーから直営にした国。
ハラル対応含め、アジアの実験場的位置づけを持つ国にしたい。イギリス（ロ
ンドン）は現在 2 店舗。やっと昨年黒字化した。来年には 3 店舗にする予定。
フランス（パリ）は現在 2 店舗。年内には 3 店舗へ。1 号店がオープンする
まで 2 年かかった。現在は黒字。イギリスとフランス両方に言えることだが、
進出するには 3～6 億円くらい赤字を最初に作る可能性がある。1 店舗あたり
の日本で言う保証金のようなキーマネーが数億円かかる物件もある。非常に
進出が難しい国。 
 パートナー戦略について 
4 年かかったが再構築した。かなり強いパートナーと組むことが出来たので、これからは
積極的に攻めていきたいと考えている。中国は政府の方針で法制度が大きく変更になるこ
とがあるなど、現地主導で迅速な判断をする必要性を感じ JV から経験も豊富な香港外食
企業最大手のマキシムグループへのライセンスに切り替えた。ニューヨークは直営だが、
アメリカは 1つの州が 1つの国と言えるくらい大きいため全てに対応するのが困難という
判断から中華料理レストランチェーンで全米店舗数 1 位の「PANDA EXPRESS」を展開
する Panda Restaurant Group（PRG）との間で合弁会社を設立。シンガポールでもシン
ガポールで上場しているSingapore Myanmar Investco と組んでシンガポールで得たハラ
ル対応や Express タイプ（フードコートやサービスエリア対応）のモデルをアジア各国に
普及させようと活動している。 
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 直営店舗 
ニューヨーク、シドニー、パリ、ロンドン、などの地域では直営で展開する。 
 その他、海外展開についてのポイント 
 各国での展開は 1 店舗だけだとローカル化は難しい。多店舗展開するとロー
カル化出来る。 
 タイは最初儲かるけど、すぐマイナスに転じる国。だからフードコートで
1000 万円くらいかけてうまくいったら、上層階のレストランフロアにあがる
ようにしている。 
 ターゲットは一風堂では 20 代後半以降を見ている。 
 海外出店時の成功パターンの 1 つに金融街の近く、というのがある。 
 海外出店時には競合状況、日本食の浸透度、家賃などを見る。 
 
第四節 一蘭 
第一項 会社概要 
 株式会社一蘭、代表取締役 吉冨学、〒810-0801 福岡県福岡市博多区中洲 5-3-2 一蘭
本社ビル 
 年商約 174 億円（2016 年度実績）、74 店舗を展開。24 時間営業、味集中カウンタ （ー各
テーブルに仕切りがある）、独自の替玉注文システムなど業界でも革新的なビジネスモデル
を構築した同社。国内では道頓堀店で月商 1 億円を突破するなど、ラーメン屋としては飛
び抜けた業績を出している。また近年では香港に 2 店舗、台湾、アメリカに 1 店舗を出店。
香港の 2 店舗と台湾の 1 店舗で月商 1 億円を突破するなど、成功を納めている。海外展開
は全て単独資本で行っている。 
 
第二項 海外進出状況 
 台湾、アメリカに各 1 店舗、香港に 2 店舗を展開。店舗数こそ少ないが、うち 3 店舗で
月商 1 億円を突破するなど大成功を納めている（単純計算で 3 店舗だけで 36 億円/年の売
上）。海外一号店は香港だったが、実は拠点としてニューヨークに構えたのが同社の初の海
外進出だった。理由は吉冨社長と野球の松坂選手の仲が良く、松坂選手がボストン・レッ
ドソックスに入団したタイミングでのことだった。しかし日本からの輸出規制などの問題
もあり、コシのある麺が作れなかったためお店をオープンするのはかなり後のこととなっ
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た。 
結果として、一号店は香港だったが、これは地元九州にある九州経済連合会という九州
の企業団体の後押しが 5 年前くらいにあり、それに乗っかった形での進出となった。結果
としてオープン初日から 24 時間営業のお店で 3 週間程度行列が続いたほどである。 
アメリカのオープンに関しては物件契約の後にニューヨークの地元住民からメニューに
お酒を置くな、22 時以降の営業はするな等の要望もあり、結果として 1.5 億円ほど損失を
被る形で出店を取りやめたことある。その後、2016 年にブルックリンでオープンしたお店
はそれらの問題から得た知見を活かし、無事にオープンすることが出来た。 
 
第三項 AAA分析 
 Adaptation については、実は一蘭は全部の店舗でそれを標準化するが如く行っている。
一蘭の強さの秘訣はこの味の最適化を全店舗で全顧客向けにシステム化して行っている点
ではないだろうか。 
Aggregation については、サービス、味、そして経営システムと全てにおいて行われて
いる。まず赤い秘伝のたれは日本で製造されて海外に輸出されているくらいだ。また独自
の経営システムとも言える、味集中カウンターの存在やオーダー用紙、替え玉システムな
どは日本で見ることが出来るものがそのまま海外でも展開されている。また従業員教育に
関しても徹底されている。同社の持つ 108 個の理念を入社後徹底的に学ぶ。最後に海外で
は珍しい 24 時間営業という業態だ。吉冨社長は「同じ家賃を払うのであれば、一日中営
業する方が良い」という考えを実績と共に実現している。 
 Arbitrage については、味とブランドについて言える。赤い秘伝のたれは日本で 40 人の
職人が毎日研究して生まれたものであり、日々変わり続けている。このレシピを知ってい
る人は世界に 4 名しかいないと言う。つまり他社がマネすることは困難であり、例えレシ
ピを盗んだとしても日々変わり続ける限り、その優位性は失われない。また進出に関して
は全て独自で行っている。JV 等は活用していない。同社独自のサービスを実現するには
独自でやるのが一番だと言う。 
 
47 
 
図表 20：一蘭の AAA 
一蘭
Adaptation
現地化重視
・味や麺の硬さ、、スープの濃さは独自のオーダー用紙を活用し、全世
界・全店舗でお客様の好みにひとりひとり応えている
Aggregation
標準化重視
・赤い秘伝のたれは福岡で製造され、全世界に配送されている
・だしとタレは日本から輸出で対応。その他は現地で調達
・世界のどこであっても、同社の掲げる理念教育が徹底されている
・女性が周囲の目を気にせず食べれる味集中システム、それぞれの顧
客の好みに対応するオーダー用紙など日本で開発されたシステムは世
界でそのまま展開されている
・世界のどこであっても、日本と同じ24時間営業の体制を目指している
（地域によって出来ない）
Arbitrage
専門化活用
・味を守るため、赤い秘伝のたれのレシピを知っている人は世界で4名
しかいない
・とんこつラーメンの本場であり発祥の地である博多で評価されている
ことを重視
・出店形態は全て独自で行っており、ライセンシング、JV等は行ってい
ない
 
出所：筆者作成 
 
第四項 インタビュー結果 
 事業の状況 
2017 年 12 月末現在で国内 74 店舗、海外 4 店舗（3 か国）を展開している。ブランド価
値に重きを置き、出店計画は場合によってブランド価値を棄損すると考える同社は国内、
海外共にかなり厳選した場所に出店している。とは言え出店ペースは 2016 年、国内 10 店
舗、海外 1 店舗、2017 年は国内 7 店舗、海外 1 店舗と近年は早い。 
 業態 
基本的に 1 業態、1 メニューのみ。（一蘭の森や九州店舗の一部でいくつか違ったメニュー
を提供している）。味集中システム、24 時間営業など独特な経営システムを確立し、世界
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どこでも同じ業態で展開している。 
 ブランド 
独自性、専門性、物語性の 3 つを重要視している。独自性については後述の特徴を参照。
専門性については 40 名の職人がとんこつラーメンだけを昼夜研究していることからも世
界有数のレベルだと容易に推察できる。物語性については、ラーメンと言えば日本、その
中でとんこつラーメンと言えば博多、そこで 1番のラーメン屋であることを物語の核とし、
世界でも同じ文脈でブランディングをしている。 
 特徴について 
 天然とんこつラーメン 
一蘭にあるメニューはこの「天然とんこつラーメン」のみ。後に記すオーダ
ー用紙によって好みは選べるが、メニューはあくまで 1 つ。40 人を超える職
人が、このとんこつラーメンを日々改善しており、世界一とんこつラーメン
を研究する会社と言われている。 
 味集中システム 
女性のお客様に特に喜ばれている味集中システムは周りを気にせず、ラーメ
ンを食べることに集中出来るように、前と左右を仕切ったものです。一蘭 1
号店、那の川店をオープン時に街頭でアンケート調査を実施した結果、多く
の女性がラーメン店にはひとりで入りにくいという結果が出ました。その時、
多くの女性は周りからの視線を感じながら食事をする事に抵抗を感じるもの
なのかもしれないと思い、結果、現在のシステムに至りました。 
また吉冨社長が学生時代のアルバイトの時に「人は誰が作ったかによって味
の感じ方が変わる」という事に気づいた故に調理場を隠す意味でも効果があ
るとのことでした。 
 赤い秘伝のたれ 
唐辛子をベースに 30 種類以上の材料と独自の方法で開発された、一蘭の命
とも言えるたれは、福岡にある研究所「一蘭の森」で製造され、国内・海外
の全店舗に配送されています。味を守るためにそのレシピは社内でも 4 人し
か知らないそうです。 
 オーダー用紙 
お客様の要望を確実かつ簡単に伺うために作ったもの。商品をとんこつラー
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メン 1 つに絞った結果、お客様によって麺の硬さやスープの濃さなど好みが
まちまちであることに気付き、当初は口頭でお客様に聞いていたが、店舗が
拡大するにつれ、現在の形に変わっていったそう。 
 替え玉注文システム 
特に女性のお客様に喜ばれるこのシステムは声を出さずに替え玉が注文でき
るシステムです。呼び出しボタンに備え付けのプレートを乗せると「チャル
メラ音」が流れ、替え玉の注文が出来る。 
 
 理念について 
従業員第一主義を掲げる同社は理念をかなり重要視している。「ラーメンを作る前に良い人
間を作る」ことを吉冨社長は最も重視しており、同社の掲げる 108 個の理念の中に、人の
心に関する内容が 50 も含まれているのが特徴的である。尚、正社員は入社後 1 週間座学
でこれらの理念を学び、アルバイトも 10 時間強、理念を学んで上で実践の場に就いてい
る。 
 歴史 
1993 年福岡市南区に 1 号店となる那の川店を開店。以降、毎年 1~4 店舗をオープンし、
2012 年以降出店ペースは上がり、10 店舗前後毎年出店している。 
 出店来歴 
2013 年 香港 1 号店 
2015 年 香港 2 号店 
2016 年 アメリカ 1 号店  
2017 年 台湾 1 号店 
 味 
看板メニューは「天然とんこつラーメン」である。（そもそも 1 つのメニューしかない） 
海外でも同様で、経営システムも日本と全く同様である。つまり日本の味とサービスをそ
のまま海外に持って行っていると言える。サプライチェーンについてはだしとタレは日本
から輸出しており、麺やその他の内容については現地で仕入れている。 
 その他 
 昔は理念に掲げている内容は 5 つだった。今は 108 つ。増えたきかけは 15
年前に事業の成功とはお金儲けじゃなくて、人作りだと気付いたから。 
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 海外の店舗の家賃は日本より高い。日本の上野店は 350 万円に対し、香港は
600 万～900 万円 
 一般のラーメン店では 1 日に 1000 人も来店する店はほとんど無いが、一蘭
ではたくさんあり、中でも月商 1 億円を超える道頓堀店では 5000 人～6000
人/日の来客数を誇る。 
 
第五節 ダイタンホールディングス（富士そば） 
第一項 会社概要 
 ダイタンホールディングス株式会社、代表取締役社長 丹有樹、〒151-0053 東京都渋谷
区代々木 1-36-1 オダカ ビル 3F 
年商 87 億円、国内 125 店舗、海外 11 店舗を展開。日本国内では関東で“富士そば”を
展開する国内トップクラスのそば・チェーン。近年社長が創業社長から 2 代目の丹有樹社
長に変わったタイミングで、海外展開を開始。現在では海外 4 か国に 11 店舗展開。 
 
第二項 海外進出状況 
海外進出の目的は「攻めではなく、守るために進出する」と語る同社。今後、国内需要
のシュリンクがかなり高い確率で予測されるため、10年後に訪れるリスクに対して、その
時ではなく、体力のある今のうちに苦労をしようという考えで進出を開始。国内事業は現
在 125店舗だが、300店になる見込みは無い（立てる場所がない）。2020年までに現在海外
11 店舗だが、これを 100 店舗にまで持っていきたい考え。競合他社の海外事業の動きは、
ゆで太郎が台湾事業を撤退、現在はゼロ。小諸そばがフィリピンで 2店舗経営をしている。 
 海外事業の業績に与えるインパクトは同社は非公開のため明確なことは言えないが、
海外全店舗で日本にある 1店舗数店舗分とまだ小さい。 
 
第三項 AAA分析 
Adaptation については、まだ模索中といった様子だ。フィリピンでは FC オーナーに恵
まれうまく展開が出来ている。シンガポールでは黒字化出来ており、日本の富士そばとは
違う高級業態で日本の業態開発の会社と共に展開している。 
Aggregation については、味について言える。そもそも日本の富士そばは関東でしか店
舗を展開していない。関西エリアに進出しない理由はそもそも味の好みが違うからだそう
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だ。故に味に対するこだわりは強く、海外においても味の中心となるつゆについては日本
より輸出することによって味の標準化を行っている。 
 
図表 21：ダイタンホールディングスの AAA 
富士そば
Adaptation
現地化重視
・進出先国毎に進出形態が異なる
・フィリピンではフランチャイズで展開。フランチャイズ崎は現地で130店
舗を運営する実績のある企業
・シンガポールでは高級そばを展開。業態開発を行うキングスノウ（日
系）と連携。
・価格は国によって大きく異なる
Aggregation
標準化重視
・つゆは日本で作ったものを使う
・全て日本から空輸で対応している国もある
Arbitrage
専門化活用
・富士そばという名前
 
出所：筆者作成 
 
 Arbitrage については、一番は「富士」という名前だと丹社長はインタビューの際に答
えた。日本文化でもあるそばを世界に広めるのは、この名前を持っているものの使命だと
言っていた。外国人から見てもこの名前は 1 つの差別化要素になっているようだ。 
 
第四項 インタビュー結果 
 富士そばの経営 
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1 店舗あたり平均 660 万円/月（年商約 8000 万円/店）。近年、ファミリー層を対象として
津田沼に出店した。これまで避けてきたターゲットに向けての新規出店だったが、これが
大ヒット。一気に売上ランキング上位に来た。その後、同じような考えで、綱島店、石神
井店公園店をオープンし、軒並みうまくいっている。これによって、年 2，3店舗といった
出店ペースだった近年に比べ、昨年は 9店舗、今年（2017年）に関しては確定ベースで 16
店舗、おそらく 20店舗程度の新規出店となる。 
結果として、業績も右肩上がりで昨年 87億円だったのに対し、今年は 92億円を超える見
通し。営業利益率は 13%程度。 
 イノベーションカンパニーとして、様々な業界初を実現。 
 ・24時間営業 
 ・立ち食い×路面店 
 ・椅子席 
 ・サンプルケース 
 ・生そばへの変更 
 ・天ぷらをお店で揚げる 
今までのやり方にこだわらない、不安定な中に安定があるとする玉乗り経営を実践してい
ると丹社長。玉乗り経営とは１、軸があること ２、常にずっと小さく動くことを大事に
した経営である。 
 経営上、最も重視すること 
富士そばの経営において最も重視するのは「立地」だと言う。先代の社長が元々不動産業
を営んでいたことも大いに関係あるそうだが、立地を重視する代わりに宣伝広告は一切や
らない。立地を重視した結果、1日あたり 700食、1時間で多い時には 100食出ることもあ
るという。 
 組織について 
ホールディング体制になっており、ホールディングカンパニー以下、7 つの事業会社があ
る。これは事業の機能、地域を分けるといった意味ではなく、単純に競争原理を働かせ、
責任を明確化するためである。管理部門は常務が全て担当し（社長は丹社長あるいは会長
が兼務）、競争の一番の部分にあたる新規出店のための店舗開発については、社長に連絡し
た早い者勝ちという非常にシンプルなルールをひいている。基本的に本社が各カンパニー
に店舗を振り分けるのではなく、自分で見つけた店舗を自分で運営するスタイルをとって
53 
 
いる。尚、各社の社長は基本的には丹社長が兼務をしている。つまり実質のトップは常務
となる。 
 メニュー 
あまり知られていないそうだが、全店メニューが違う（16種類の定番メニューは同じ）と
のこと。裁量は各店舗が持っていて、社長は一切関与しないとのこと。 
 海外進出の歴史について 
 2010年 香港視察 
 2013年 インドネシア進出 
インドネシア（ジャカルタ）にあるロッテのショッピングセンターにオープ
ン。初めての海外展開。海外送金で 5%の手数料がかかるとか、初めて知る。
予定よりオープンが 9 か月遅れるなど早速海外ならではの困難を経験。富裕
層をターゲットに開業するも、車の渋滞を嫌うなど、結局あまり人は来ず。
「そば」という食べ物を知ってもらうところまで辿り着けず。また近隣での
開発計画が頓挫するなど、様々な想定外が起こる。結果として、7 か月で閉
店 
 2014年 台湾 1号店オープン。 
現地にある三越との合弁会社を設立。現在は 4 店舗を経営。出店は全て三越
内で行っている。現状赤字。隣が丸亀製麺であることも影響し、なかなか想
定通りの利益が出せない。また収益改善に向けた取り組みを行いたいも、三
越のフットワークの重さに足を引っ張られた様子。現在では交渉は済み、あ
る程度の自由度を持って運営出来ている。今後、黒字化フォーマットを作れ
るかどうかが重要。かけそば一杯あたり 79元とのこと（約 250円） 
 2015年 フィリピン 1号店をフランチャイズでオープン。 
現地でキムカツ（とんかつ）、一康流（らーめん）などの日本のブランドを含
む 130 店舗を運営する企業からやりたいというオファーをもらったのがきっ
かけで FC展開へ。フィリピンはそばに親しみがある地域であったので、すぐ
に人気は出た。食料は全て空輸で送る。収益モデルは売上からパーセントで
もらうのではなく、原材料を高めに売ることによって得ているとのこと。現
在 5店舗。かけそば一杯あたり約 400円とのことでした。 
 2016年 シンガポール店オープン。 
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従来の富士そばではなく、レストランスタイルでの高級業態として展開。キ
ングスノウ（業態開発）と一緒に作ったブランド「富士そば 二八」。現在す
でに黒字となっており、大都市圏に展開するモデルとして期待している。 
 2017年 中国に出店予定 
 
第六節 ワンダーテーブル 
第一項 会社概要 
 株式会社ワンダーテーブル、代表取締役社長 秋元巳智雄、〒163-1422 東京都新宿区西
新宿 3-20-2 東京オペラシティタワー22階 
 年商約 120億円、国内 50店舗を展開。日本国内では海外ブランドの日本進出に伴うオペ
レーターとして日本有数の企業。ローストビーフのロウリーズ・ザ・プライムリブやシェ
ラスコを展開するバルバッコア、フレッシュモッツァレラの OBICAなどが有名。その他、
独自ブランドとしてしゃぶしゃぶの鍋ぞう、モーモーパラダイスを国内・海外で運営。 
 
第二項 海外進出状況 
 外食産業の中ではかなり早い、約 20 年前に創業家の親族が台湾にいたことがきっかけ
で台湾に進出。現在はでは海外 65 店舗を 7 か国で展開。業態としてはしゃぶしゃぶ・す
き焼き業態、カジュアルイタリアン業態、天丼業態の 3 業態で展開を行っている。台湾と
中国は現地で JV を設立し、運営を行っているが、インドネシア、タイ、カンボジア、ベ
トナム、アメリカではフランチャイズにて展開を行っている。直営店は 1店舗も存在せず、
海外事業はブランドオーナーとしての立ち位置にこだわり、オペレーターとしての役割は
現地 FC に任す方針。 
 
第三項 AAA分析 
 Adaptation については、同社は日本では外食ブランドのオペレーターとしてトップクラ
スの成績を誇るが、そこで得た知見をそのまま海外展開に活かしている。具体的には外食
の運営についてはブランドオーナーとオペレーターと役割が分かれているといい、ブラン
ドを守る、ブランド価値を高めることがブランドオーナーとしての役割で、運営（オペレ
ーション）は現地、例えば同社で言えば東京を誰よりも熟知している人間が行った方が良
いという。同社の海外事業においては国内事業の逆で、ブランドオーナーに徹し、大江レ
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ーションはフランチャイズオーナーに任せるのが方針だ。また他には、もう進出から 20
年経った台湾では新ブランドを現地向けに展開してみたりと、日本にはない業態を海外店
舗でのみ展開している。 
 
図表 22：ワンダーテーブルの AAA 
ワンダーテーブル
Adaptation
現地化重視
・海外においては直営店は作らない。ブランドを守ることをやるが、現地
のビジネスは現地に任せる方針
・進出形態は基本的にFC。土地のことをよく知っているFCオーナーがい
なければ新しい国への出店はしない
・・台湾で日本にはない新しいてんぷらと天丼両方が食べれる高級業
態を作った。
・野菜の調達は基本的に現地で行う
・現地スタッフに日本人は一人もいない
Aggregation
標準化重視
・現地の味には合わせず、日本の味で基本的にはやる
・タイに商社を作った。FC店で使うスープとタレを流通させている
・タイにスープとタレを製造する工場を作った
・モーモーパラダイスはシェフがいらない”シェフレス”のパッケージを開
発した時点から店舗数が拡大した
Arbitrage
専門化活用
・台湾で新しいてんぷらと天丼両方が食べれる高級業態を作った
・徹底した品質重視。サービスはもちろん、野菜の切り方までも徹底し
てマニュアル化している。中国はコピーが多く、また辞めた人が競合に
いくは良くある。レシピも盗まれる。だから品質で徹底的に差別化する
・徹底した品質基準。日本本社のチェックを通過しないと使えない
 
出所：筆者作成 
Aggregation については、タイに製造工場を 3 年前に造ったのが印象的だ。アジアのフ
ランチャイズ店舗で使うしゃぶしゃぶ・すき焼き用のスープとタレは全てこの工場で生産
され、各国に輸出されている。また工場の建設前にはタイに商社を持っており、アジア圏
におけるサプライチェーンを担当していた。店作りにおいては、しゃぶしゃぶを展開する
モーモーパラダイスでは早いタイミングでフランチャイズ展開のためにシャフレス、要は
料理人がいなくても調理場が賄えるビジネスモデルを作り、そこから店舗展開が加速した
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という歴史を持つ。 
 Arbitrage については、食材とサービスにおける品質基準が大きな差別化要素となって
いる。店名や商品名などは著作権という意味で守ることは出来るが、味については守るこ
とが難しいと判断している。よって、何で勝負するかというと徹底的に品質にこだわるこ
とで差別化を行っている。同社の運営するしゃぶしゃぶのモーモーパラダイスは安くて美
味しい。日本でもそうだが、安いだけの店舗はたくさんあるが、そこに美味しいが加わる
とオンリーワンの状態になる。どうやってその美味しいを作るのかと言うと、野菜の切り
方 1 つから創意工夫がなされているようだ。そういった細かい工夫の積み上げを教育シス
テムで現地に定着させることが一番の差異を生んでいる。 
 
第四項 インタビュー結果 
 海外進出を行う業態について 
 しゃぶしゃぶ・すき焼き業態：モーモーパラダイス。 
日本でも展開している業態だが、安くて美味しいしゃぶしゃぶ・すき焼き屋
である。日本では野菜はブッフェのようにお客様が自分達でとってくる形式
をとっているが、海外ではワゴンで運んだり、一部店舗では日本同様とりに
いったりと国によってやり方は異なるようだ。 
 カジュアルイタリアン業態：BELLINI CAFFE、BELLINI PASTA PASTA 
東京イタリアンというコンセプトで運営を行っている。海外進出を始めて行
ったのはこの業態であるが、シェフが必要な業態のため、大規模展開にはそ
こまで至らず、前述のモーモーパラダイスがシェフレス業態に出来たため、
現在ではモーモーパラダイスの方が海外では大きく展開している。 
 天丼業態：天吉屋 
天丼の他、天ぷら御前や天ぷら定食など天丼を中心としたメニューを展開す
る業態。台湾で 5 店舗程度運営。最近高級業態を作り、現地に合った店づく
りを行っている。 
 海外展開の歴史 
20 年前に創業家の親戚が台湾にいたことがきっかけで海外展開を行った。当時の日本には
海外進出のブームなど全くなく、知見があまりない中で行った。最初はカジュアルイタリ
アン業態で行った。追って、シェフレス業態としてのモーモーパラダイスが完成した後は
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海外展開はしゃぶしゃぶ・すき焼き業態が多くなっている。3 年前にタイにスープとタレ
の製造工場を建設した。アジアで展開する全店舗にしゃぶしゃぶ・すき焼き用のスープと
タレを販売している。 
 ビジネスモデルについて 
同社の展開する海外事業におけるキャッシュポイントはフランチャイズオーナーとして契
約する際の費用、運営店舗収益からのロイヤリティ、スープ・タレの購入費用の 3点とな
っている。秋元社長は「FCオーナーさんが儲からないと続かない」と常に言う。同社が海
外ブランドのオペレーターとして日本で運営しているからなのか、FCオーナーの利益をか
なり重視しているようだった。 
 ブランドオーナー、オペレーターとしての役割 
得意な分野を分け、得意な分野をそれぞれやる、というのが前提となる考え。海外展開に
おいて、土地勘が無い国でいくら考えてもうまくいかない。だからブランド以外はフラン
チャイズオーナーに任せ、自分達はブランド作りを行う。長くブランドを愛してもらうこ
とが成功の秘訣。だからフランチャイズ店舗の品質基準にもこだわり、教育システムや定
期的な訪問によって、その品質を高める努力をしている。 
 海外業績のインパクト 
同社は非公開企業となるため、明確な数字は公表されていないが、数億円程度の利益は出
ているとのこと。よって会社全体の業績に海外事業は貢献し、また伸びしろもある事業だ
と考えている。海外事業では前述のとおり、フランチャイズオーナーの利益を重視してい
るため、1 店舗あたりのロイヤリティはそこまで高くない。だからこそボリュームが大事
だと言う。海外事業の本部は東京にあり、ブランド価値を追い求める中で店舗に足を運ぶ
ことは重要だが、もしその国に 1店舗しかないとコスト的に非常に厳しくなく。そういっ
たジレンマは常にあるそうだ。だから 1か国あるいは 1地域に数店舗あることによって、
そのコストが低減されるなど、ボリュームによるメリットはいたるところにあるようだ。 
 海外事業で気を付けているポイント 
一番は納期の遅れだという。進展がオープンする際に実際に行ってみたらまだだったなん
てことは良くあるそうだ。だから計画段階でそれらを見積もるようにもしている。もちろ
ん遅れないようにすることが一番大事だが、アセアン地域ののんびりし散る風土はそんな
に変わらないという。 
 出店地域について 
58 
 
タイはほとんど商業施設内にある。台湾は日本より外食比率が高く、町全体が飲食街のよ
う。だからショッピングモールと町場の両方に店舗はある。ベトナム、カンボジアは商業
施設がそもそも発展していないため、町場の店舗となる。 
 味について 
基本的にローカライズはしない方針。やり過ぎるとローカルしゃぶしゃぶになってしまう
ため何ら競合優位性がなくなってしまう。ただ、国によってはテーブルセッティングを変
え、スタッフに言いさえすれば生唐辛子を刻んだものとかがすぐに出せるようにはしてあ
るとのこと。 
 今後の展開について 
10か国、100店舗をやりたい。ただ、上場廃止もしているので、あくまでの社内での目標
であるのが現状。無理に営業してまでフランチャイズ店舗を増やすのではなく、自分達が
良い仕事、良いお店作りを行う中で、増えると考えている。 
 
第七節 ハチバン 
本節については公益財団法人富山県新世紀産業機構、環日本海経済交流センターが 2008
年の 8番ラーメン社長後藤克治氏の講演内容をまとめた記事をもとに作成した。 
 
第一項 会社概要 
 株式会社ハチバン、代表取締役社長  後藤克治、〒921-8582 石川県金沢市新神田一
丁目 12 番 18 号 
売上 73億円、国内 141店舗、海外 122店舗を運営。店舗は野菜ラーメンの 8番ラーメンが
主軸。海外展開はそのほとんどをタイで行っている企業。 
 
第二項 海外進出状況 
 1989 年にタイに進出し、1991 年に合弁会社を設立。その合弁会社に対してフランチャ
イズ契約する形で海外事業を展開している。日本でも直営店舗は少ないが、海外において
は全てフランチャイズ形式をとっている。進出国はタイがほとんどで、あとは香港。他の
国も進出していたが撤退した。 
 
第三項 AAA分析 
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 Adaptation については、徹底的に行っている部分とそうでない部分とがあった。まず
現地化という観点においてはメインのタイでは JV で展開をしている。オペレーションと
いう意味において、教育はしっかりやるが実際の店舗経営については任せていた。また材
料についても日本から輸出することなく、現地に工場を作り、そこで製造をする方式をと
っている。しかも常温で流通できるものを作っているというのだから、これはタイ特融の
現地化と言える。また現在では価格は 1 杯 100 バーツと現地の飲食店と比較してもそこま
で高くない（いわゆる日本食レストランは同じメニューでも 300 バーツ）。 
Aggregation については、サービス、味は日本基準。セントラルキッチンを建て、各店
舗の調理場でナイフレス化を進めたことによって、品質のばらつきを抑え、従業員確保の
難易度も下げている。 
 Arbitrage については、売っているものはおいしいものをより安く提供するという仕組
みを売っていると言い切っている。つまり合理的な考えを持ち経営を推し進めていると言
える。 
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図表 23：ハチバンの AAA 
ハチバン
Adaptation
現地化重視
・タイはJVで展開、香港は直営。
・タレやスープはタイの合弁会社で製造
・現地で製造したものは常温で流通できるもの
・日本の商社の積極活用。主にフランチャイズ契約について
Aggregation
標準化重視
・サービスは日本基準。日本での研修、現地での研修をしっかり行って
いる
・セントラルキッチンは1号店を出した時からある
・ナイフレス。店舗で調理はしない
Arbitrage
専門化活用
・日本と同じ味、店内の雰囲気。しかし価格は現地価格の200円～400
円（タイ）
・おいしいものをより安く提供するという仕組みを売っている
 
出所：筆者作成 
第四項 インタビュー結果 
 海外事業の収益について 
ライセンスフィーに加え、ロイヤリティ収入あるいは合弁の場合は配当金のいずれか 
 タイ進出のきっかけ 
東京には二度進出したが、二度とも失敗。他地域も含めて検討していたタイミングでたま
たまタイでやりたいというオファーがあった。社内からは相当反発であった。東京で成功
しなかったラーメンが海外で成功する訳がない。現地視察を二度行い、それでも進出の OK
は出さなかったが、三度目で OKを出した。理由は現地スーパーマーケットにインスタント
ラーメンが山ほど並んでいたのを見て、東南アジアには昔から麺の文化と醤油の文化と箸
文化がありラーメンが流行るだけの可能性は大いにあると感じたから。 
61 
 
 差別化について 
屋台で麺を非常に安く売っていた。屋台のようにラーメンを大衆のハングリー商品として
捉えるのでなく、百貨店で富裕層相手にやってみたらどうかと思った。一号店は百貨店で
展開したがこれがヒットして確信に変わった。 
 海外進出について 
進出先国の収入の差を見るのが大事。タイでは貧富の差が激しいので、しっかりとしたマ
ーケティング活動が必要。日本では 8番らーめんの前にはベンツも止まるし、自転車も止
まる。その感覚のままではダメ。 
 進出時から現在の変化 
出店当時は高かったが、今では 8番らーめんは大衆の味となっている。夕方に行くと、高
校生や中学生がたくさんいて、マクドナルドのような形で 8番らーめんを利用している 
 文化について 
タイは民族、文化の多様性があり、それが現地の味に迎合せずに日本と同じ 8番らーめん
が受け入れられた理由ではないか。タイ人は日本の食文化を欲しがっていた。だから味は
マネしないで良かった。店内の内装も日本の店そっくりにした。しかし運営はタイ人が行
っている。 
 サービスについて 
サービスは日本レベルに合わせている。契約後、3 か月間日本で研修を行う。その際、教
育にほとんどの時間を費やす。徹底したストアマネジメントが人気に繋がったと思う。食
べるものだけでなく、提供方法、売り方、価格、サービス全体を含めた店作りをしなけれ
ばいけない。 
 ナイフレス 
工場で第一加工をして、あとはお店で温める、焼く、煮るだけにするセントラルキッチン
方式にしないとチェーン展開できない。だからタイでは 1店舗目から 1億円を投資して、
セントラルキッチンを作った。店舗はナイフレスになっている。 
 
第八節 事例研究のまとめ 
第５章の事例研究では、インタビューと文献情報をもとに AAAフレームワークを活用し
た分析を行った。事例からは実践に役立つ内容が多く得られたが、今回の分析において、A
グループに属するハチバンの事例を基に事例研究のまとめとする。 
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AAA それぞれの項目において次のようなことが言えた。まず商品・サービスの独自性を
担保する Arbitrageの要素が日本のブランドを活かすという意味で重要だと言える。これ
は日本食メニューであるラーメンという商品からも言えるが、さらにハチバン独自の野菜
らーめんというメニューが独自性をもったメニューであり、味を現地化しないことが差異
を産み出している。また、サービスにおいても現地に合わせたものではなく、しっかりと
した日本基準の良いサービスを提供することで現地の店舗と差別化を行っている。 
現地への適合性を担保する Adaptation の要素が進出国における徹底したローカル化と
いう意味で重要であり、それらが高業績を達成するために必要であることが検証された。
これはバックオフィスのコストを低減することはもちろんだが、一番の Adaptationはロー
カルスタッフの活躍ではないだろうか。本研究を行っている期間中、何人かの友人に実際
にタイの 8番らーめんに訪れてもらったが、日本人スタッフはやはり一人もいなかった。
日本人で無ければならない仕事を如何に無くすか、ローカルスタッフを如何に活用するが
鍵と言える。 
オペレーションの効率性展開性を保証する Aggregationの要素は進出国を絞り込むこと
により達成できることが検証された。具体的にはハチバンの場合にはセントラルキッチン
による味の標準化、ナイフレスの調理方法によるスタッフの教育コストの低減など、
Aggregationの要素を追求しないとそもそもチェーン展開出来ない可能性が高まる。 
 
また考察としては、ハチバンの事例を基に第 5章のまとめとしたが、ほぼ同様の内容がワ
ンダーテーブルの海外展開にも言える。日本の味を守り、ローカルスタッフによる現地オ
ペレーションを推進し、タイに製造工場を作り、各国店舗の調理場をシェフのいらない店
舗にする。結果としても非公開ながら十分な利益が出ていると秋元社長は言っていた。つ
まり事例の数が多くないため、成功にはこれらの要素が必須だとまでは言えないが、少な
くと現時点において成功している外食企業の特色としてこれらのことが挙げれたのは本研
究の成果ではないか。 
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図表 24：各社 AAAのまとめ 
力の源ホールディングス 一蘭 富士そば ワンダーテーブル ハチバン
Adaptation
現地化重視
・全ての国、地域で提供メ
ニュー（味でなくメニュー
数）を変えている
・らーめん以外の食べ物
メニューや飲み物を多く揃
えている
・アメリカの店舗ではテイ
クアウト用のメニューがあ
る
・海外店舗の内装は出店
当初は標準化せず、テー
マに沿った内容に
 ・出店店舗数が一国あた
り3店舗程度から管理コス
トが安くなる 
・出店形態はパートナー
活用と主となる地域は単
独で展開。近年、パート
ナー選定やり直した
 ・麺の長さやサイドメ
ニューは現地に最適化す
る
・味や麺の硬さ、、スープ
の濃さは独自のオーダー
用紙を活用し、全世界・全
店舗でお客様の好みにひ
とりひとり応えている
・進出先国毎に進出形態
が異なる
・フィリピンではフランチャ
イズで展開。フランチャイ
ズ崎は現地で130店舗を
運営する実績のある企業
・シンガポールでは高級
そばを展開。業態開発を
行うキングスノウ（日系）
と連携。
・価格は国によって大きく
異なる
・海外においては直営店
は作らない。ブランドを守
ることをやるが、現地のビ
ジネスは現地に任せる方
針
・進出形態は基本的に
FC。土地のことをよく知っ
ているFCオーナーがいな
ければ新しい国への出店
はしない
・台湾で日本にはない新
しいてんぷらと天丼両方
が食べれる高級業態を
作った。
・野菜の調達は基本的に
現地で行う
・現地スタッフに日本人は
一人もいない
・タイはJVで展開、香港は
直営。
・タレやスープはタイの合
弁会社で製造
・現地で製造したものは
常温で流通できるもの
・日本の商社の積極活
用。主にフランチャイズ契
約について
Aggregation
標準化重視
・だしは世界共通。世界で
作れるのが3人のため、
一部輸出で対応
・毎日朝礼を実施し、提供
サービスは日本標準にす
る
・小麦粉や明太子などは
基本現地調達
・全世界に5人のオーナー
シェフがいて、そのシェフ
だけが味を変えられる
・赤い秘伝のたれは福岡
で製造され、全世界に配
送されている
・だしとタレは日本から輸
出で対応。その他は現地
で調達
・世界のどこであっても、
同社の掲げる理念教育が
徹底されている
・女性が周囲の目を気に
せず食べれる味集中シス
テム、それぞれの顧客の
好みに対応するオーダー
用紙など日本で開発され
たシステムは世界でその
まま展開されている
・世界のどこであっても、
日本と同じ24時間営業の
体制を目指している（地域
によって出来ない）
・つゆは日本で作ったも
のを使う
・全て日本から空輸で対
応している国もある
・現地の味には合わせ
ず、日本の味で基本的に
はやる
・タイに商社を作った。FC
店で使うスープとタレを流
通させている
・タイにスープとタレを製造
する工場を作った
・モーモーパラダイスは
シェフがいらない”シェフレ
ス”のパッケージを開発し
た時点から店舗数が拡大
した
・サービスは日本基準。
日本での研修、現地での
研修をしっかり行っている
・セントラルキッチンは1号
店を出した時からある
・ナイフレス。店舗で調理
はしない
Arbitrage
専門化活用
・女性がひとりでも入れる
「怖い、汚い、臭い」という
従来のラーメン屋が持つ
イメージを払拭した一風堂
というブランド
・価格は都度現地調査を
行い、感情価格をベース
として決める。決して原価
の積み上げで決めない
・「すすって食べる」という
日本文化の浸透に努めて
いる
・店内に日本語で内装に
文字が書いてあったりと、
日本ブランドであることは
強調している
・味を守るため、赤い秘伝
のたれのレシピを知って
いる人は世界で4名しか
いない
・とんこつラーメンの本場
であり発祥の地である博
多で評価されていることを
重視
・出店形態は全て独自で
行っており、ライセンシン
グ、JV等は行っていない
・富士そばという名前
・台湾で新しいてんぷらと
天丼両方が食べれる高
級業態を作った
・徹底した品質重視。サー
ビスはもちろん、野菜の
切り方までも徹底してマ
ニュアル化している。中国
はコピーが多く、また辞め
た人が競合にいくは良く
ある。レシピも盗まれる。
だから品質で徹底的に差
別化する
・徹底した品質基準。日
本本社のチェックを通過し
ないと使えない
・日本と同じ味、店内の雰
囲気。しかし価格は現地
価格の200円～400円（タ
イ）
・おいしいものをより安く
提供するという仕組みを
売っている
 
出所：筆者作成 
 
第６章 結論 
 日本の外食産業が成長機会を海外に求める中でいかに国際競争力を持つか、そして如何
に持続可能なビジネスモデルを構築するのかという問題は、日本の市場環境がこれ以上、
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成長しないことを前提とすると、目下一番の課題と言える。しかしながら、まだ海外市場
で確固たる地位を築くまで成長を遂げた日本の外食企業は無い。 
そこで本論文では日本の外食企業を定量、定性で分析することによって、海外で成功し
ている企業としていない企業の差を明確にした。結果として、成功している外食企業は下
記のように 3 つの差において、乗り越える必要があると言える。 
 
図表 25：海外進出の成否を分けるの 3つ差 
 
出所：筆者作成 
 
本論文では市場の差については海外展開を行う企業を成功しているAグループとそうで
ない B グループに分け、それぞれの進出先の国を CAGE で分析することによって、進出
先国数を絞った方が良いこと、そして香港を始めとする距離の近い国に進出することが良
いとわかった。 
 業態の差においては、単回帰分析によって得られた結果で、「日本特有、単品料理」が
海外進出において最も成功しており、「日本特有、多品料理」がうまくいかないことがわか
った。日本特有、単品料理の代表格はハチバンに代表されるラーメンで、総じてうまくい
っているケースが多い。一方、その中でも差が明確になっている。 
 戦略の差がまさに同じ業態間における差となる。本論文においてはインタビューを通
じて、それらの差を明確にした。AAA フレームワークを用いてインタビュー内容を分析し
たが、Adaptation が戦略の差をして最も重要な項目となった。市場の差については、認識
さえすれば埋められる差であり、業態の差は正解の料理を探すというより、どのようにユ
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ーザーに訴求するかのヒントになるものである。戦略の差において重要なことは如何に現
地化するか、現地に適合した業態やサービスを生み出すかが重要な点である。どうしても
これまでの日本の外食企業は、商品自体がユニークで、それだけで競争優位を持てると思
いこむ傾向にあり、一方、職人気質な性格が現地に適合する妨げになっていた。今回イン
タビューを行った企業は海外進出における絶対的なロールモデルになるかというと、そう
ではないかも知れないが、一定の成功を納めるためには十分な示唆を与えてくれた。 
繰り返しになるが、外食企業の海外進出における成功要因は市場の差、業態の差、戦略
の差の順番で考慮する必要がある。市場の差においては日本との距離を十分に考える必要
がある。中国やインド、インドネシアのような人口の多い国が進出する際には一見魅力的
に見えるが、文化や制度、経済的距離が遠く、成功を納める難易度は非常に高い。故に、
業態やビジネスモデル、そして資金力によって進出先を十分考慮し、失敗する確率を減ら
すためにも、市場選定にはかなりの気を遣った方が良い。そのために本論文で記した
CAGE フレームワークは有益だったと言える。業態の差は、こうすればうまくいくという
示唆まではいかないが、少なくとも成功している外食企業はこうしているという示唆を与
えてくれた。やはり日本の外食企業が海外に進出するのに、特有の文化である「和食」や
「日本特有のメニュー」といった内容を使わない手はない。外食市場においては常に日本
企業が競争相手になる訳ではなく、現地のレストランや屋台が競争相手になるのだ。だか
ら現地の人に選ばれる存在になるためにも、競合との差を明確にした方が良い。そのため
に提供メニューを日本古来のものにすることが、もっとも理にかなっていると分析結果か
らわかる。但し、外国人にとって、居酒屋のような業態は馴染みがなく、結局何料理かわ
からないのか、成功事例はないため、避けることが現時点では無難だと言える。戦略の差
はどうやって勝負に勝つのかを示している。日本特有メニューやサービスがそのまま海外
に出て行ってうまくいくケースは多くない。成功している多くの会社が商品による差別化、
そして徹底したローカライズを行うことによって、競合他社との差別化に成功し、成功を
遂げている。ローカライズはサイドメニューを増やしたり、立ち食い席を作ったり、日本
では低価格帯だったものが高級イタリアンになったり、一人で時間が無い時に食べるよう
なお店が、海外ではデートスポットになるくらいのローカライズだ。つまりは徹底的にや
ることが重要だということだ。 
 本論文では公表されている数字、そしてインタビューによる事例研究を行った。まだ海
外進出を行う日系外食企業が少なく、分析があくまで傾向値となってしまうことが本研究
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の限界である。今後、時代とともに進出企業数が増え、傾向値ではなく、しっかりとした
理論で海外進出の成功要因が語ることを期待したい。 
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21.pdf 
日本政府観光局(JNTO)-2016 国籍別/目的別・訪日外客数 
https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/tourists_2016df.pdf 
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＜企業ホームページ＞ 
株式会社ハチバン https://www.hachiban.co.jp/ 
ワタミ株式会社 https://www.watami.co.jp/ 
株式会社ＷＤＩ https://www.wdi.co.jp/ 
株式会社サイゼリヤ http://www.saizeriya.co.jp/ 
株式会社トリドールホールディングス http://www.toridoll.com/ 
株式会社吉野家ホールディングス吉野家ホールディングス http://www.yoshinoya-holdings.com/ 
株式会社大戸屋ホールディングス http://www.ootoya.jp/ 
株式会社力の源ホールディングス http://www.chikaranomoto.com/ 
元気寿司株式会社 http://www.genkisushi.co.jp/ 
 
＜有価証券報告書＞ 
株式会社ハチバン 有価証券報告書－第 47期(平成 28年 3月 21日－平成 29年 3月 20日) 
ワタミ株式会社 有価証券報告書－第 31期(平成 28年 4月 1日－平成 29年 3月 31日) 
株式会社ＷＤＩ 有価証券報告書－第 63期(平成 28年 4月 1日－平成 29年 3月 31日) 
株式会社サイゼリヤ 有価証券報告書－第 44期(平成 27年 9月 1日－平成 28年 8月 31日) 
株式会社トリドールホールディングス 有価証券報告書－第 27期(平成 28年 4月 1日－平成 29年
3月 31日) 
株式会社吉野家ホールディングス吉野家ホールディングス 有価証券報告書－第 60期(平成 28年 3
月 1日－平成 29年 2月 28日) 
株式会社大戸屋ホールディングス 有価証券報告書－第 34期(平成 28年 4月 1日－平成 29年 3月
31日) 
株式会社力の源ホールディングス 有価証券報告書－第 32期(平成 28年 4月 1日－平成 29年 3月
31日) 
元気寿司株式会社 有価証券報告書－第 38期(平成 28年 4月 1日－平成 29年 3月 31日) 
  
  
 
 
